


はじめに 

 平成 30 年 12 月，中央教育審議会において，「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた

社会教育の振興方策について（答申）」が取りまとめられました。本答申では，人口減少，

高齢化，つながりの希薄化，地方財政の悪化等，多様化，複雑化する課題と社会の変化に鑑

み，個人の成長と地域社会の発展の双方に重要な意義と役割をもつ社会教育に，「学びと活

動の循環」を通した，人づくり，つながりづくり，地域づくりを推進していくことが求めら

れました。また，新たな社会教育の方向性として，住民の主体的な参加のためのきっかけづ

くりやネットワーク型行政の実質化等を通じた「開かれ，つながる社会教育」の実現が求め

られています。これに当たり，公民館をはじめとする社会教育施設には，地域活性化・まち

づくりの拠点，地域の防災拠点などとしての役割も強く期待されるようになっており，住民

参加による課題解決や地域づくりの担い手の育成に向けて，住民の学習と活動を支援する

機能を一層強化することが提言されています。 

 また，令和元年 12 月には第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されま

した。ここでは，「地方創生を担う『ひとづくり』のための多様な主体の連携」が必要であ

るとし，特に公民館には，多様な主体と連携した地域の人材の育成・活用を行う取組の促進

が求められました。 

 この他，令和元年６月，「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律（第９次地方分権一括法）」の施行に伴い，特例で公民館等

の所管を教育委員会から首長部局へ移管することが可能となることや，同年７月の「平成 30

年度社会教育調査中間報告」において，公民館数の更なる減少が公表されるなど，公民館が

置かれる立場にも大きな変化が生じています。 

 このような中，国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは，上記の動きに先立ち，

公民館を取り巻く状況を把握するとともに，地域の未来を担うこれからの公民館の在り方，

可能性等について調査研究するため，平成 29 年度から３年間の「地方創生の拠点としての

公民館に関する調査研究委員会」を組織しました。平成 29 年度には，これまでの公民館に

関する課題を整理し，同 30 年度にその課題を検討するために質問紙調査及びヒアリングに

よる事例調査を実施しました。最終年度である同 31 年度では，各調査結果を基に，今後の

公民館の在り方を考察し，報告書に取りまとめました。 

 本報告書が各地方公共団体の教育委員会をはじめとする，公民館振興・支援に関わる関係

者にとって，今後の公民館及び公民館職員等へのより一層の振興方策の一助となれば幸い

です。 

 結びに本調査研究の実施に当たり，多くの御指導を賜りました鈴木眞理委員長をはじめ

とした委員各位，さらには質問紙調査や事例調査の実施に際し，多大な御協力をいただいた

関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 令和２年３月 

国立教育政策研究所 

社会教育実践研究センター長 上田 浩士 
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第１章 
調査研究の概要 

 



第１章 調査研究の概要 

 

１ 調査研究の目的 

 

 公民館を取り巻く状況を質問紙調査及びヒアリングによる事例調査により把握すると

ともに，これまでの各種調査結果との比較から，地域の未来を担うこれからの公民館の在

り方，新たな役割・可能性等について検討する。 

 

２ 調査研究の対象 

 

（１）質問紙調査 

 質問紙調査は，都道府県教育委員会事務局，指定都市・市町村教育委員会事務局及び公

民館（個別館）を対象とした。なお，本調査における公民館調査の対象については，社会

教育調査に準じ，社会教育法第 21 条の規定に基づき設置された公民館（中央館，地区館，

分館）とし，社会教育法第 42 条に規定する公民館類似施設は，本調査の対象外とした。 

 

（２）事例調査 

 事例調査は，下記公民館・団体等を対象にヒアリングを実施した。 

 ・秋田県北秋田郡上小阿仁村公民館（上小阿仁村生涯学習センター） 

 ・広島市古田公民館 

 ・広島県府中市国府公民館 

 ・福井県福井市公民館連絡協議会 

 ・福井県公民館連合会及び福井県教育庁 

 

３ 調査研究の方法等 

 

（１）質問紙調査 

ア 調査票の配布 

（ア）都道府県教育委員会事務局調査 

 社会教育実践研究センターから，都道府県教育委員会事務局に郵送とともに電子メ

ールで依頼・配布した。 

（イ）指定都市・市町村教育委員会事務局調査 

 社会教育実践研究センターから，指定都市教育委員会事務局に郵送とともに電子メ

ールで依頼・配布した。 

 また，指定都市以外の市町村教育委員会事務局は，都道府県教育委員会事務局を通じ

て配布した。 

（ウ）公民館（個別館）調査 

 社会教育実践研究センターから，都道府県教育委員会事務局及び市町村教育委員会

を通じて，管内公民館へ配布した。 

 また，指定都市については，当該教育委員会事務局を通じて，管内公民館へ配布した。 
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イ 調査票の回収 

 都道府県教育委員会事務局調査，指定都市・市町村教育委員会事務局調査及び公民館

調査ともに，指定回収業者宛てに直接メールでの回答を依頼した。 

 

ウ 調査の期間 

 調査期間は，平成 30 年９月３日～平成 30 年９月 28 日であった。なお，最終回答期

日は平成 31 年３月 29 日であった。 

 

エ 実施主体 

 国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 

 

オ 調査の回収状況 

 調査の回収状況は以下のとおりであった（表 1-3-1 参照）。 

 

表 1-3-1 対象別調査票の回収状況 

調査対象別 対象数 回収数 回収率(％) 

都道府県教育委員会事務局 47 47 100.0% 

指定都市教育委員会事務局 20 19 95.0% 

市町村教育委員会事務局 1,704 1,237 72.6% 

公民館※ 6,517 6,089 93.4% 

※公民館数は，質問紙調査（市町村教育委員会事務局調査）における「公民館配布数」申告に基づく。 

 

（２）事例調査 

 質問紙調査で回答のあった公民館や，当調査研究委員会に組織した事例調査ワーキン

ググループにおいて推薦のあった公民館・団体等の中から，当調査研究の目的に合った公

民館・団体等に依頼し，ヒアリングを実施した。調査の概要は，第３章を参照されたい。 

 

ア 事例調査の依頼 

 社会教育実践研究センターから，当該公民館・団体等とともに，所管の都道府県教育

委員会及び指定都市・市町村教育委員会へ事例調査の依頼をした。 

 

イ 事例調査の実施 

 事例調査は，当該公民館・団体等の所在地に調査研究委員及び事務局が訪問し，ヒア

リング形式で実施した。なお，調査当日，当該職員の他，所管の都道府県教育委員会及

び指定都市・市町村教育委員会が同席した。 

 

ウ 調査の期間 

 調査期間は，平成 31 年２月 26 日～平成 31 年３月 22 日であった。各事例調査の実

施日は以下のとおりであった（表 1-3-2 参照）。 
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表 1-3-2 事例調査の実施日及び実施場所 

事例調査対象 実施日 実施場所 

秋田県北秋田郡上小阿仁村公民館 

（上小阿仁村生涯学習センター） 
平成 31 年２月 26 日 同左 

広島市古田公民館 平成 31 年３月 ４日 同左 

広島県府中市国府公民館 平成 31 年３月 ５日 府中市立国府小学校 

福井県福井市公民館連絡協議会 平成 31 年３月 22 日 福井市木田公民館 

福井県公民館連合会及び福井県教育庁 平成 31 年３月 22 日 同左 

 

エ 実施主体 

 国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 

 

４ 調査研究の主体 

 

 「地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究」は，調査研究委員会を組織して実

施した。委員は，次のとおりである（以下，50 音順 ○は委員長）。 

  朝日田顕志  宮城県遠田郡涌谷町立月将館小学校校長 

         前・宮城県多賀城市教育委員会事務局学校教育課副理事兼指導主事 

  石井圭一郎  大分県立佐伯豊南高等学校教頭 

         前・大分県教育庁社会教育課主任社会教育主事兼課長補佐 

  神崎 節生  公益社団法人全国公民館連合会副会長 

 ○鈴木 眞理  青山学院大学コミュニティ人間科学部長・教授 

         前・青山学院大学教育人間科学部教授 

  原  義彦  秋田大学大学院教育学研究科教授 

  森田 清延  愛媛県伊予市立双海地区公民館館長 

  山本 珠美  青山学院大学教育人間科学部准教授 

         前・香川大学地域連携・生涯学習センター准教授 

（以上，所属は令和２年３月現在。平成 31 年度に異動があった場合は，前所属を併記し

ている。） 

 なお，質問紙調査及び事例調査実施にあたり，以下のワーキンググループを組織した

（以下，50 音順 ◎＝主査 ○＝副主査）。 

＜質問紙調査ワーキングループ＞ 

  石井圭一郎  大分県立佐伯豊南高等学校教頭 

         前・大分県教育庁社会教育課主任社会教育主事兼課長補佐 

 ◎原  義彦  秋田大学大学院教育学研究科教授 

 ○山本 珠美  青山学院大学教育人間科学部准教授 

         前・香川大学地域連携・生涯学習センター准教授 
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＜事例調査ワーキングループ＞ 

  朝日田顕志  宮城県遠田郡涌谷町立月将館小学校校長 

         前・宮城県多賀城市教育委員会事務局学校教育課副理事兼指導主事 

  神崎 節生  公益社団法人全国公民館連合会副会長 

 ○原  義彦  秋田大学大学院教育学研究科教授 

  森田 清延  愛媛県伊予市立双海地区公民館館長 

 ◎山本 珠美  青山学院大学教育人間科学部准教授 

         前・香川大学地域連携・生涯学習センター准教授 

※ 鈴木委員長は全体統括 

 

＜事 務 局＞ 

  上田 浩士  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長 

  松本由布子  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター企画課長 

  山田 智章  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官 

  郡谷 寿英  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査専門職 

  忰田 伸一  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育特別調査員 

  赤山 みほ  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター研究補助者 

（以上，所属は令和２年３月現在） 

（平成 30 年度） 

  妹尾  剛  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長 

  二宮 伸司  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官 

  仲村 拓真  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター研究補助者 

（以上，所属は平成 31 年３月時点） 

（平成 29 年度） 

  毛利るみこ  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター企画課長 

（以上，所属は平成 30 年３月時点） 

 

 なお，山名 聡子（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター普及・調査係長：平

成 29 年６月迄）及び桐原 佳代（同係長：令和２年３月迄）が庶務を担当した。 

 

 また，質問紙調査の回収・集計作業は，株式会社パブリオ（茨城県稲敷郡阿見町南平台

３-35-３）が受託し，担当した。 

 

（郡谷 寿英） 
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第２章 
質問紙法による実態調査の結果 

 

 



第２章 質問紙法による実態調査の結果 

 

１ 質問紙調査の概要 

 各調査票の項目概要は以下のとおり。詳細は別途，巻末「参考資料」を参照されたい。 

 また，本調査における「『地方創生』のための活動」を，以下のように定義付けた。 

 公民館の従来の役割である「地域住民の学習拠点や，交流の場」に加え，「地域活

性化・まちづくりの拠点，地域の防災拠点など」の役割を踏まえた「地域課題解決」

に資する活動等全般を「『地方創生』のための活動」とする。 

 なお，回答の基準日は，設問中に断りがない限り，平成 30 年５月１日とした。 

 

（１）都道府県教育委員会事務局用調査票 

 ・自治体における公民館に関する施策について 

 ・自治体における公民館支援とその成果と課題について 

 

（２）指定都市・市町村教育委員会事務局用調査票 

 ・自治体概要（人口規模・学校数等） 

 ・自治体における公民館に関する施策について 

 ・管内公民館について 

 ・指定管理者制度導入について 

 ・公民館運営審議会等について 

 ・自治体の公民館事業の評価について 

 ・都道府県の支援体制について 

 ・自治体の公民館の取組について（実践事例の紹介） 

 

（３）公民館用調査票 

 ・公民館の概要（対象人口，設置者，施設状況，職員体制等） 

 ・公民館運営審議会等について 

 ・自館の取組（運営や講座等）について 

 

（郡谷 寿英） 
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２ 都道府県教育委員会調査 

 

（１）各種策定された計画の有無及び公民館の位置付けの明示 

 本設問では，主要な行政計画である，総合計画，教育振興基本計画，教育大綱，生涯学

習推進計画等，社会教育計画等，まち・ひと・しごと総合戦略等の策定の有無を問う設問

だった。 

 その結果，策定されている計画は，総合計画（91.5％），教育振興基本計画（93.6％），

教育大綱（85.1％），生涯学習推進計画等（36.2％），社会教育計画等（10.6％），まち・

ひと・しごと総合戦略等（80.9％），その他（4.3％）であった（図 2-2-1 参照）。 

 また，上記の諸計画の内，「公民館」の活用等が明示されている割合は，生涯学習推進

計画等が最も高く，以下，順に教育振興基本計画，社会教育計画等と続き，教育大綱，総

合計画が３割程度，まち・ひと・しごと総合戦略等は２割程度であった。 

 

 
図 2-2-1 各種計画の有無及び公民館の明示（N=47） 

 

（２）公民館に関する答申，建議，提言等及び調査研究の実施の有無 

 平成 20 年以降に社会教育委員の会議や生涯学習審議会等において，公民館に関する答

申，建議，提言等及び調査研究の実施の有無を問うたところ，47 都道府県中，20 自治体

（42.6％）において答申，建議，提言等の提出又は調査研究が実施された。 

 これについて，自由記述で得た回答を時系列にまとめたのが，下記表 2-2-1 である。必

須回答ではないため，全自治体の傾向を把握するものではないが，過去 10 か年では，順

に，提言 10 件，調査６件，答申４件と続く。 

 内容を概観すると，経年変化と呼ぶべき傾向は特段なく，継続的に「地域課題」「（活動）

拠点（学びの場）」「学校・家庭・地域の連携（官民協働）」「地域づくり」等のキーワード

が散見された。 

91.5%

93.6%

85.1%

36.2%

10.6%

80.9%

4.3%

8.5% 6.4%
14.9%

63.8%
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表 2-2-1 都道府県社会教育委員の会議等における，過去 10 年間（平成 20～30 年度間）の 

  公民館に関する答申，建議，提言等及び調査研究一覧 

公開年度 会議体 方法 概 要 

H20 

（2008） 

Ａ県教育審議会生涯学習

分科会兼社会教育委員会

議 

建議 

地域課題や社会の要請などニーズの把握とその対応，学校・家庭・地域の連携

による「人づくり」「地域づくり」の活動拠点として公民館を生かしていくための施

策の方向性，具体的な取組を提案 

Ｂ県社会教育委員の会議 提言 
地域における世代間交流活動の推進方策について【提言５】社会教育主事と一

体となった職員体制による公民館機能の活性化 

Ｃ県社会教育委員会議 提言 
住民参画による活動拠点づくりのための具体的な方策，地域課題解決のための

活力あるコミュニティの形成について 

Ｄ県社会教育委員会議 報告書 

公民館の普遍的な機能を再確認するとともに，官民協働を基底にしたこれからの

公民館のあり方をさぐり，地域コミュニティの社会教育・生涯学習の中核施設とし

ての公民館の姿を提案するもの。 

H21 

（2009） 
Ｅ県生涯学習審議会 答申 

・社会の変化に対応した生涯学習の基盤づくりと多様な学習機会の活発化を図

る／・学校・家庭・地域が連携して家庭・地域の教育力の向上に取り組む／・地

域課題を学び，課題解決に向けて住民が主体となった地域活動を推進する 

H22 

（2010） 
Ｆ県社会教育委員の会議 提言 公民館の機能の充実と活用の促進支援に関する提言 

H23 

（2011） 
Ｇ県生涯学習審議会 答申 

公民館を拠点とした学校・家庭・地域の連携等,今後取り組むべき方向性を示し

ている。 

H24 

（2012） 

Ｈ県社会教育委員の会議 調査 時代の変化に対応した公民館の在り方に関する事例調査及び提言 

Ｃ県社会教育委員会議 提言 
住民参画による活動拠点づくりのための具体的な方策，地域課題解決のための

活力あるコミュニティの形成について 

Ｉ県生涯学習推進センター 調査 
平成 23～24 年度 東日本大震災津波をふまえた公民館等の役割と課題に関す

る調査研究 

H25 

（2013） 

Ｊ県社会教育委員の会 
審議の 

まとめ 

公民館が本来持っている機能を十分発揮し，求められる役割を果たしていくため

の公民館事業について，Ｊ県社会教育委員の会において協議を行い，まとめた。

Ｋ県社会教育委員の会議 提言 

地域の人づくり・絆づくりと活力あるコミュニティの形成に向けて～「学びの場」を

核にした好循環を生み出す仕組みづくり～というテーマの中で，地域づくりの拠

点としての公民館活動の充実について言及。 

Ｃ県生涯学習審議会 答申 
県民総ぐるみによる教育の推進のための教育支援ネットワークや学習機会の充

実，学びを地域づくりに生かす方策 

H26 

（2014） 

Ｌ県社会教育委員会議 協議 

本県の社会教育行政の在り方として，社会教育施設における地域づくりを基盤

に，子どもの学び，ネットワーク作り，そして第 32 期では公民館による地域づくり

の方策について協議が行われた。 

Ｍ県社会教育委員会議 調査 

社会教育実態調査において「指定テーマ」を設定し，平成 26 年度に「公民館を

核にした地域おける社会教育活動の実態と住民の意識について」というテーマ

で調査研究を行った。 

Ｎ県社会教育委員会 調査 Ｎ県の社会教育推進体制についての調査 

Ｏ県生涯学習審議会 調査 公民館ふるさと事業における地域人材の活用状況についての調査研究等 

Ｐ県生涯学習推進センター 調査 
審議会ではないが，H26 年度に生涯学習推進センターで，公民館・市民センタ

ー等主催講座の開催状況等に関する調査を実施した。 

H27 

（2015） 

Ｑ県社会教育委員会議 建議 

公民館を地方創生の（地域課題の解決）に資する地域拠点として，多様な人材

育成や住民の絆づくりのための取組を計画的・継続的に実施するための方策を

提示 

Ｒ県社会教育委員の会議 提言 
公民館機能の充実（・学び支援機能と地域づくり機能の充実。・異年齢交流事業

実施への支援。・公民館職員研修会の拡充。・「公民館ネットワーク」の構築。他

Ｃ県社会教育委員会議 提言 
住民参画による活動拠点づくりのための具体的な方策，地域課題解決のための

活力あるコミュニティの形成について 

H28 

（2016） 

Ｔ県社会教育委員の会議 提言 
「地域全体で子どもを育てる協働体制の実現に向けて」 

～地域総ぐるみによる家庭教育・学校教育の充実を通じて～ 

Ｓ県生涯学習審議会 提言 「持続可能な地域づくりを担う人材の育成に向けて」  

H29 

（2017） 

Ｕ県社会教育委員の会議 
審議の 

まとめ 
公民館を活用した生涯学習の推進 

Ｓ県社会教育委員の会議 提言 「地域の中で輝く中高生の出番づくり」 

H30 

（2018） 
Ｃ県生涯学習審議会 答申 

県民総ぐるみによる教育の推進のための教育支援ネットワークや学習機会の充

実，学びを地域づくりに生かす方策 

※複数年にわたる議題等については，取りまとめ等を実施，公開した年度で整理した。
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（３）公民館への支援・公民館の活用に資する振興事業の実施の有無 

 平成 29 年度間に，社会教育法第６条に基づく補助事業や研修等，公民館への支援・公

民館の活用に資する振興事業の実施の有無を問うたところ，47 都道府県中，38 自治体

（80.9％）において振興事業が実施された。 

 なお，実施された振興事業を概観すると，その大多数が職員研修の実施であった。その

他としては，交流会や県公民館大会等の実施，モデル事業実施等による県公連への補助金

交付などの回答があった。 

 内訳としては，「公民館職員研修」と「都道府県公連等への業務支援」が 47 都道府県中，

40 自治体と最も多く，次いで，「公民館運営支援に資する情報提供」，「公民館運営支援に

資する各種相談」，「公民館事業関連の企画に対する助言」と続く。 

 一方で，「公民館運営に資する補助金等支援」は 15 自治体のみであり，「公民館に係る

ボランティア人材育成研修」の実施は 10 自治体にとどまった（図 2-2-2 参照）。 

 この設問では，「実施している」と回答した場合，別途実施内容に，「地方創生」に資す

る内容を含んでいるかを伺った。おおむね，支援の実施数に応じて推移しているが，「公

民館に係るボランティア人材育成研修」に限っては，少ない実施ながらその９割が「『地

域課題解決』に資する活動」であることが特徴的である。 

 

 

図 2-2-2 公民館への支援・公民館の活用に資する振興事業を実施状況と地方創生に資する活動（N=47） 

 

（４）公民館支援の在り方に関する課題等 

 質問紙調査では，都道府県教育行政の立場から，現在の公民館支援の在り方に関する課

題等について，自由記述で回答を求めた結果，31 件の回答を得た。 

 回答から，おおよそ以下の項目で集約された。 

40 40 38 36
31

24 23
15

10
4

7 7 9 11 16
23 24

32

37
43

80.0%

65.0%

73.7%
69.4%

80.6%
75.0%

69.6%

60.0%

90.0%

25.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

職
員
研
修

県
公
連

情
報
提
供

各
種
相
談

企
画
助
⾔

館
⻑
研
修

調
査
研
究

補
助
⾦

⼈
材
育
成

そ
の
他

実施有 実施無 地⽅創⽣

― 11 ―



 予算（人員配置・施設の老朽化） 

 主な回答として「行財政改革による財源と人員の不足への対応に追われ，活性化のた

めの施策を打ち出せない公民館が多いように感じる」や，「事業内容の充実だけでなく，

人材配置や施設の老朽化，事業費の確保など，予算措置を要するものも大きな割合を占

めている」といった，予算に関わる課題を挙げる回答があった。いずれも予算の不足に

起因する，人員配置と施設の老朽化などが課題に含まれ，実質，全ての課題の上位に位

置付く項目と言っても良いだろう。 

 特に人員配置については，下記「研修体制」にも関連するが，予算不足により十分な

職員を配置できず，最新の知見を得る機会でもある研修への参加ができないなどの弊

害を回答する自治体が散見された。 

 研修体制 

 上記で述べた不十分な職員配置による，複数回，長期間研修への研修参加の制約があ

る旨を回答する自治体があった。また，域内に公民館と類似の機能を持つ自治会や，行

政区あるいはまちづくり協議会が設立されたり，公民館がそれらの機能を併せ持つよ

うになってきたりしたことにより，公民館がもつ現状や課題が多様化し，一つのテーマ

で研修することが困難であることなどの記述も見られた。 

 支援体制 

 本項目は，おおむね都道府県の公民館支援組織（県公連）との関わりに関するもので

ある。主な回答として「市町村所管の公民館に対して，県からの直接支援はできないた

め，県公連に事業委託をし，各市町村所管課を通してのみ支援ができる」や，「県公連

が組織的機能を有し，強いリーダーシップを発揮していることで，県公連の組織や事業

が継続・発展するため，県としてどのような助言・支援が適切か検討を要することが課

題」などがあり，都道府県と県公連との連携に関する記述があった。中には，県公連事

務局を教育委員会事務局担当課に設置していることで，県域への周知が教育委員会ル

ートで効率化されるなどの回答がある一方で，県公連が研究大会や研修会等を全面的

に運営することで，運営のノウハウが都道府県及び域内自治体に蓄積されない状況も

一部で見られた。 

 首長部局への移管（コミュニティセンター化） 

 コミュニティセンター化に関する記述も散見された。主な回答は首長部局への移管

に伴う社会教育事業の維持や，教育委員会以外の所管施設及び当該職員に対する研修

等支援体制構築の困難さの他，所管替えに伴う市町村支援ができなくなる状況を課題

とする記述も見られた。 

 さらに，１自治体ではあったが，社会教育法等による制約に関する記述もあった。公

民館利用の制約が自治体として活用しにくいとの域内の意見があるとのことで，これ

により改築の時期に合わせて，コミュニティセンターへの転用を考える自治体が増え

る傾向を指摘するものであった。 

 その他 

 上記の他に，住民同士のつながりの希薄化等，まちづくりや，将来の担い手育成等，

いわゆる現代的課題に関わる公民館の企画・運営上の困難さや，地域防災等を含む，地

域課題への取組の減少などが挙げられた。 
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（５）都道府県教育委員会調査から見えること 

 各種策定された計画等を見ると，「まち・ひと・しごと総合戦略」等において，教育

委員会との関わりだけで完結することなく，公民館の活用についても記載しているもの

があるなど，首長部局が公民館における人づくり機能に活路を見いだしているところも

あることを改めて確認することができた。 

 

 とはいうものの，「まち・ひと・しごと総合戦略」の中で，公民館の活用等が明示さ

れている割合は 21％であり，教育関係の計画に明示されている割合に比べると極端に低

い。これは，本調査研究における指定都市・市町村教育委員会を対象とした質問紙調査

でも同様の傾向である。このことは，地方創生に係る計画が首長部局中心に立案される

ため，公民館は教育委員会が所管する施設ではあるが，地域づくりに資する人づくりの

役割を担っている機関であることが十分に理解されていないことに起因すると考えられ

る。 

 

 また，公民館支援に関する課題を見ると，人的措置を含めて予算に関わるものが多く

挙げられた現状がある。予算が足りないことから関係職員の不足，ひいては研修参加に

対しても制約があることがこれまでと同様に見られる結果である。都道府県としての公

民館への支援や地方創生に資するために行っている事業として大きかった職員研修や人

材育成について，なかなかその意図どおりにはマッチングしていない現状と言える。 

 

 さらには，公民館のコミュニティセンター化など，首長部局への移管に伴って市町村

支援を通した公民館支援に難しさを感じている都道府県も見られることを本調査結果か

ら改めて確認することができた。 

（朝日田 顕志） 
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３ 指定都市・市町村教育委員会調査 

 

（１）自治体の概要 

 本調査票に協力を得た 1,256 自治体の概要については，以下のとおりであった。 

 まず，人口の規模は，平均 83,196 人（指定都市平均 1,373,358 人，市町村平均 62,387

人）であった。そのうち，65 歳以上人口は，平均 22,776 人（指定都市平均 348,526 人，

市町村平均 17,432 人）で全人口平均の 27.4％であった。 

 公立小中学校の設置数に関する回答の概要は以下のとおりであった。 

 管内小学校数の平均は 12.3 校で，市町村平均の 10 校に対して，指定都市平均は 148 校

であった。 

 次に，管内中学校数の平均は 5.9 校で，市町村平均の 4.9 校に対して，指定都市平均は

69.7 校であった。 

 なお，義務教育学校（いわゆる小中一貫校）は，全回答中 111 校（平均 0.09 校）であ

った。 

 

（２）公民館設置の有無及び形態 

 本調査票に協力を得た 1,256 自治体のうち，社会教育法第 21 条に基づく公民館（又は

社会教育法第 42 条に規定する公民館類似施設のうち，市町村が設置した施設で市町村教

育委員会が所管するもの）の設置の有無については下表 2-3-1 のとおりであった。 

 

表 2-3-1 公民館設置状況 

回答 全体 指定都市 市町村 

設置している 1,060 16 1,044 

設置していない 196 3 193 

未回答 0 0 0 

計 1,256 19 1,237 

 

 また，「設置していない」と回答した自治体に対し，その理由の概観は以下のとおりで

あった。 

 
図 2-3-1 公民館を設置していない理由・経緯（複数回答） 
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 なお，本質問紙調査では，公民館の設置に関連して，運営を首長部局等へ補助執行させ

ているか設問を設けた。その結果，回答を得た全 1,060 自治体の内，8.2％（90 自治体）

が公民館運営を補助執行させていた（図 2-3-2 参照）。 

 

 
図 2-3-2 公民館運営を首長部局等へ補助執行させている割合 

 

（３）計画の策定状況と計画における公民館の位置付け明示 

 各自治体の各種計画策定状況の結果は，下図 2-3-3 の棒グラフの結果である。また，策

定していると回答した自治体を対象とした，当該計画の公民館の役割や位置付け等の明

示の割合は同じく下図 2-3-3 の折れ線グラフの結果である。 

 総じて，下位計画になるほど，策定状況は低下していることがうかがえる一方，生涯学

習推進計画等や，社会教育計画等における公民館の明示は高い割合を示した。 

 一方で，教育大綱及びまち・ひと・しごと総合戦略等の策定率は，ともに 69％と比較

的高かったが，当該計画における公民館の明示はそれぞれ，46％，27％にとどまった。 

 なお，下図は誌面の都合上，指定都市とその他市町村を合算した結果のみを記している。

詳細は参考資料を参考にされたい。 

 

 
図 2-3-3 諸計画策定の有無及び各計画の「公民館」の明示（複数回答）（n=1,256） 
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（４）公民館に関する答申，建議，提言等及び調査研究の実施の有無 

 本質問紙調査では，過去 10 年間（平成 20 年以降）に，社会教育委員の会議や生涯学習

審議会等において，公民館に関する答申，建議，提言等の提出，あるいは調査研究の実施

の有無について自由記述での回答を求めた。その結果，143 自治体から回答があった。 

 得られた回答について，内容と方法とで出現キーワードを元に関連するワードをカテ

ゴリ化し，クロス集計した結果が表 2-3-2 である。 

 方法カテゴリの上位３項目は，多い順に，提言 64 件，答申 60 件，調査研究 20 件であ

った。また，内容カテゴリの上位３項目は，多い順に，「公民館の在り方」に関する内容

52 件，「公民館事業・講座」に関する内容 29 件，「地域の人材育成・生涯学習推進」に関

する内容 21 件であった。 

 一方で，社会教育計画や生涯学習推進計画の策定に係る作業（方法）は２件と少数であ

り，前述の当該計画の策定率の低さを表す結果となった。 

 

表 2-3-2 市町村社会教育委員の会議等における，過去 10 年間（平成 20～30 年度間）の 

公民館に関する答申，建議，提言等及び調査研究等の実施数 

 

内容カテゴリ 合計 

在
り
方 

事
業
・
講
座

地
域
・
生
涯

施
設 

運
営 

計
画
策
定 

組
織 

指
定
管
理 

連
携
・
協
働

職
員 

老
朽
化 

移
管 

団
体
活
性
化

使
用
料 

そ
の
他 

不
明 

  

方
法
カ
テ
ゴ
リ 

提言 21 14 9 4 2 1 4 2 2 1 1 1 2 64 

答申 17 7 2 3 7 6 6 3 4 2 1 1 1 60 

調査 5 3 4 3 1 1 1 1 1   20 

建議 1 1 3 1 1 1 1   9 

策定   1 1   2 

不明 8 4 3 6 3 1 3 2 3 4 3 3 1 2  46 

合計 52 29 21 18 13 11 10 10 9 6 6 4 3 2 4 3 201 

※網掛け・太字のセルは，数値（出現数）が上位 20％の項目 

 

（５）公民館の設置状況 

 調査協力を得た自治体の公民館設置状況は，下図 2-3-4 のとおりであった。 

 

 
図 2-3-4 公民館及び分館の館数 
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 また，当該自治体の公民館の設置形態は，下図 2-3-5 のとおりであった。 

 

 
図 2-3-5 公民館の設置状況 

 

 上図のうち，複数館の設置を回答した自治体の設置区域は下図 2-3-6 のとおりであっ

た。 

 

図 2-3-6 公民館の設置区域 

 

 上記の回答を踏まえ，平成 25 年以降の，公民館数に変化のあった自治体は次頁図 2-3-

7 のとおりであった。増加している自治体もあったが，特に市町村では減少が顕著であっ

た（表 2-3-3 参照）。 
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図 2-3-7 公民館数の増減状況（平成 25 年以降）（n=1,256） 

 

表 2-3-3 公民館数の増減数（平成 25 年以降） 

 全体 指定都市 市町村 

総計 -552 館 1 館 -553 館 

平均 -0.45 館 0.05 館 -0.46 館 

※平均の算出に際しては数値回答のあった自治体数を分母としている。 

 

 上記の増減の理由を複数回答で回答した結果が下図 2-3-8 である。総じて，減少に関す

る回答が市町村において多くされ，耐震・老朽化に伴う公民館の閉鎖を回答する自治体が

多かった。 

 

 
図 2-3-8 公民館の増減理由（複数回答） 
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 次に，指定管理者制度の導入状況について，まとめたのが，下図 2-3-9 である。母数が

異なるため，精緻な比較は困難であるものの，割合として指定都市で導入が進んでいる傾

向であった。 

 

図 2-3-9 公民館の指定管理者制度導入状況 

 

 また，指定管理者制度の導入状況について，導入時期についてまとめたのが，下図 2-

3-10 である。公民館の指定管理者制度の導入については，社会教育調査の経年変化でも

他の社会教育施設と比較すると顕著な増加は見られないが，調査協力自治体において

は，平成 18 年度が他年度と比較すると多かった。 

 

図 2-3-10 年度別公民館の指定管理者制度導入数 
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 また，指定管理者制度導入自治体の指定管理に運営を委託する理由については，下図

2-3-11 のとおりであった。それぞれ，サービスの向上，コスト軽減に主眼を置いた導入

理由である結果となった。 

 

 

図 2-3-11 指定管理者に運営を委託する理由（複数回答：降順） 

 さらに，指定管理者制度の導入効果や課題については，次頁図 2-3-12 のような回答

であった。 

 上位から，運営経費の削減や運営の円滑化，他機関等との連携・協力事例の増加が効

果として挙げられた一方で，企画・立案能力や職員の研修機会，ノウハウの蓄積，長期

計画策定について課題が挙げられた。 
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図 2-3-12 指定管理者制度を導入した効果及び課題 

  

5

1

2

4

4

3

2

2

1

1

2

3

0

1

0

1

2

106

106

85

80

79

69

58

56

47

46

42

21

20

14

8

7

6

0 20 40 60 80 100 120

10．公⺠館の運営経費が削減できた

２．公⺠館の運営が円滑になった

８．他機関・団体等との連携・協⼒事例が
増えた

６．情報の発信⼒が向上した

３．住⺠の学習ニーズや地域課題等を反映
した新規講座数が増えた

11．委託先の専⾨性を⽣かした事業が実施
できた

１．公⺠館の⽬的，⽬標，計画等の設定が
改善された

５．新規利⽤団体数が増えた

４．講座等事業に参加する年齢層が多様化
した

９．ボランティアの活動が活発になった

７．学習情報提供・学習相談が増えた

12．施設運営に関する⻑期的な計画が⽴て
にくくなった

15．公⺠館施設の管理・運営ノウハウの蓄
積が不⾜がちになった

13．公⺠館職員の研修の機会が減った

14．企画・⽴案能⼒が低下した

17．その他

16．公⺠館施設の修繕が⼗分されなくなっ
た

指定都市（n=34）

市町村（n=850）

― 21 ―



（６）公民館運営審議会の設置状況 

 公民館運営審議会の設置状況については，下図 2-3-13 に示すとおり，指定都市では

56.3％が設置しておらず，市町村でも約３割が設置していない状況であった。 

 

 

図 2-3-13 公民館運営審議会の設置状況 

 

 さらに，設置していない自治体において，公民館運営審議会に変わる組織を設置して

いる自治体は図 2-3-14 のとおり，指定都市で 77.8％，市町村で 42.4％の回答があっ

た。一方で，代替組織がない自治体も指定都市で２割強，市町村で 57.6％と未設置自治

体のうち，半数以上がいずれの組織もない様子がうかがえた。 

 

 

図 2-3-14 公民館運営審議会の代替組織 
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５．その他 ６．設置していない
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 上記に関連し，公民館運営審議会，代替機関いずれも設置がない自治体に対し，住民

の声や要望等をどのように収集しているかについて問うた結果が下図 2-3-15 のとおり

であった。 

 「職員と住民による日常的な会話」が全体で 168 件（34.6％）と一番多く，次いで

「住民集会や会合に参加」が 71 件，「インターネットの活用」が 70 件，「マス・メディ

アからの情報」が 69 件と全体の 15％程度で続いた。さらに，少数ではあるものの，「特

に収集していない」という自治体からの回答もあった。 

 

 

図 2-3-15 住民の声の収集方法（複数回答） 

 

 次頁図 2-3-16 は，公民館運営審議会における最近５か年の審議題（テーマ）である。

件数としては，「事業・講座展開の在り方」（681 件），「公民館の管理・運営の在り方」（591

件）の回答が多かった。また，審議題のうち，地方創生に資する内容であったかについて

は，全体（4,576 件）の半数以下（2,039 件）にとどまっているが，「まちづくりの拠点と

しての公民館の在り方」については全体の 311 件に対して，地方創生に資する内容が 218

件で，70.1％の割合で含まれており，他の審議題と比較して多かった。その他，地方創生

に資する内容の割合が多い順に，「地域課題解決に資する企画運営の在り方について」が

249 件中 158 件（63.5％），「地域に開かれた公民館の在り方について」が 337 件中 191 件

（56.7％）と続いた。 
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図 2-3-16 公民館運営審議会における最近５か年の地方創生に関わる審議題（複数回答） 

 

 さらに，同じく審議題について，指定管理者制度導入実績とのクロス集計を行った結果

を下図 2-3-17 に示す。 

 全体の結果で中位の項目にあった「まちづくりの拠点」や「地域に開かれた公民館」に

関する項目は上位に位置するなど，特徴が見られるものの，上位及び下位の項目順位は全

体の傾向と同様であった。 

 

 
図 2-3-17 指定管理者制度導入と最近５か年の地方創生に関わる審議題（複数回答） 
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 なお，公民館運営審議会又はその代替機関が，公民館の運営・事業にどのような役割を

果たしているかという意識については，以下の回答となった（図 2-3-18 参照）。 

 「公民館が立案した運営・事業の年間計画への意見・助言」や「公民館の運営・事業の

企画又は実施をする上で生じた問題への意見・助言」等の基本的役割を果たす一方で，「公

民館事業の自己点検及び自己評価への意見・助言」については実施数が半減し，「公民館

と公民館運営審議会（代替機関）の連名による事業」は 80 自治体弱の実施にとどまった。 

 

 
図 2-3-18 公民館運営審議会又はその代替機関の役割（複数回答） 

 

（７）公民館事業評価の実施 

 公民館設置自治体(者)として，公民館事業の評価(学級・講座等の参加者アンケート，

公民館利用者アンケートは除く)の実施に関する結果が以下の表 2-3-4 である。 

 回答自治体 1,060 自治体のうち，実施自治体は半数程度にとどまった。また，独自に公

民館の運営や事業に対する評価基準を定めている自治体はさらに少なく，およそ４分の

１の実施数となった。 

 

表 2-3-4  公民館事業評価の実施状況 

回答 

行政評価等，広く設置自治体（者）

の評価活動の一つとして実施 

独自に公民館の運営や事業に対する

評価のための基準･項目を定めて実施

全体 指定都市 市町村 全体 指定都市 市町村 

している 557 8 549 215 8 207 

していない 501 8 493 843 8 835 

未回答 2 0 2 2 0 2 
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（８）都道府県社会教育行政の各種支援 

 都道府県レベルの各種支援の中で，有効であった内容をまとめたのが下図 2-3-19 であ

る。質問紙調査からは，研修や研究大会等の情報的支援が多い結果となっており，人的及

び資金的支援等の回答は少なかった。この結果ついては，現在の行政の在り方が大いに関

係していることは想像に難くない。実際，派遣社会教育主事制度は，平成 10 年度に一般

財源化され，実施する自治体は平成 29 年度教育行政調査（職種別の事務局本務職員数）

では 47 都道府県中 10 自治体である。その中にあって，人的支援が有効と回答した 292 自

治体はその有意性としては決して小さい数字ではないことが推測される。同様に，補助事

業等による資金的支援も 498 自治体ではあるが，実施自治体との関連を鑑みると決して

小さい数字ではないことが考えられる。 

 

 

図 2-3-19 有効だった都道府県社会教育行政支援 

 

（９）地域運営組織 

 指定都市・市町村対象の質問紙調査では，「地域運営組織」に関する施策（取組）につ

いても伺っている。なお，本調査における地域運営組織の定義は，国の「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略（2015 改訂版）」を参考に，以下のように設定している。 

 

 地域の生活や暮らしを守るため，地域で暮らす人々が中心となって形成され，地域内

の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき，地域課題の

解決に向けた取組を持続的に実践する組織のこと。 

 

 上記の定義を踏まえ，次頁図 2-3-20 のとおりとなった。 
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図 2-3-20 地域運営組織に関する施策（取組）状況 

 

 地域運営組織の実数は，項目１及び２の合計で 247 件と，全体の 23.3％にとどまり，

そのうち，公民館との連携・協働の活動がある自治体は 176 件と全体の 16.6％にとどま

っている。 

 

（10）指定都市・市町村教育委員会調査から見えること 

 「まち・ひと・しごと総合戦略」等の策定率は 69％であるのに対し，その計画において

公民館の役割や位置付け等の明示の割合は 27％にとどまっており，都道府県教育委員会

調査と同様の傾向が見られる。このことは，生涯学習推進計画や社会教育計画等における

公民館の役割と比較して断然低い結果であった。各種計画の関連や相互のつながりにつ

いて詳細に見ていく必要があるが，「まち・ひと・しごと総合戦略」においては，公民館

の果たすべき役割以上に他機関の役割を期待あるいは担わせている現状を見ることがで

きる。計画策定の段階で教育委員会が積極的にかかわり，「小さな拠点」としての公民館

をアピールする必要があるのではないだろうか。 

 

 また，公民館運営審議会の審議題における「まちづくりの拠点としての公民館の在り方」

に関して地方創生に資する内容を含んでいる割合が多い。このことは，公民館運営審議会

を設置していない代替機関においても同様の結果が見られていることから，公民館運営

審議会，あるいは代替機関においても，地方創生に資する内容については審議されている

現状を見ることができた。 

 

 一方，住民の声の収集方法としては，「職員と住民の日常的な会話」が圧倒的に多い現

状が見られた。会話や対話による情報収集等は公民館の運営に欠かすことができないも

のであることは言をまたないが，意図的な住民のニーズの把握方法については，さらに検

討していく必要性を感じる結果とも言える。 

（朝日田 顕志） 
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４ 公民館調査 

 

（１）公民館の概要 

 始めに，本調査対象となる公民館は，国が実施する「社会教育調査」に準じ，社会教育

法第 21 条の規定に基づき設置された施設であり，同法 42 条に規定する公民館類似施設

は非対象とした。また，各公民館の種別（中央館・地区館・分館）についても，同調査に

準じ，以下の定義を踏襲した。 

 

○中央館：二以上の公民館を設置する市町村において，その設置する公民館のうち，一

の公民館を定めて，当該公民館の事業のほか，市町村の全域にわたる事業，公民館相

互の連絡調整に関する事業，その他個々の公民館で処理することが不適当と認めら

れる事業を実施している公民館をいう。 

○地区館：「中央館」以外の公民館。 

○分館：社会教育法第 21 条第３項に規定する分館で，市町村教育委員会が維持・管理・

運営しているもの。 

 

 なお，回答に際し，「基幹館」の回答が６件あった。当該自治体の条例を確認すると，

各地区公民館の調整・総括等の中央館の役割を担っているが，「中央館」は定義上，「一の

公民館」としていることから，本調査では当該館を「地区館」として整理することとした。 

 以上の整理から，本調査で回答協力を得た公民館は以下のとおりとなった。 

 

表 2-4-1 公民館向け調査票回収数 

回答 票数 割合 

１．中央館 941 15.5％

２．地区館 4,721 77.5％

（基幹館） 6 0.1％

３．分館  418 6.9％

未回答 3 0.0％

計 6,089 100.0％

 

 以下，各質問項目に対する結果を示すが，紙面の関係上，特徴的なものに限り掲載する

こととする。掲載しない項目については，巻末参考資料を参照されたい。 

 

（２）公民館の管理運営状況 

 本調査に回答協力を得た全 6,089 館のうち，次頁図 2-4-1 で示すとおり，84.3％は教育

委員会を主として行政が直接管理運営の体制であった。一方で，全てに指定管理者制度を

導入している個別館は 10.0％，一部導入は 3.2％にとどまった。 
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図 2-4-1 公民館の管理・運営状況（n=6,089） 

 

 少数ながら，指定管理者制度導入館について，指定管理者の種別は下図 2-4-2 のとお

り，財団等法人が最も多く，約４割であり，次いで自治会，町内会等による地縁団体が続

いた。 

 

図 2-4-2 指定管理者の種別（n=802） 
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未回答
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（３）施設概況 

 ここでは，公民館が単独施設として所在するのか，あるいは複合施設であるかを問うて

いる。その結果を次頁図 2-4-3 に示す。結果は，単独施設が 58.2％に対し，複合施設は

41.2％であった。 

 
図 2-4-3 施設概況（n=6,089） 

 

 単独あるいは複合施設の施設概況について，館種別にまとめた結果が下図である。地区

館及び分館については，単独施設であるのがそれぞれ 60.3％，65.1％であった。一方，

中央館は単独施設であるのが 45.4％であるのに対し，複合施設が 54.6％であった。なお，

下図に示す数値は回答を得た館種ごとの合計に対する割合を示している。 

 

 

図 2-4-4 館種別施設概況（n=6,086） 
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 この結果を踏まえ，複合施設と回答した公民館には同一施設に「併設」する施設につい

て，単独施設と回答した公民館には「隣接」する施設について回答いただいた。その結果

を次頁図 2-4-5 に示す。 

 なお，「併設」の捉え方を同一施設内に，公民館以外の別施設があることを意図してお

り，それぞれの施設の主体は問うていない。また，「隣接」についてはそれぞれの公民館

の判断にのっとって回答いただいたが，おおよそ，「（公園等）同一敷地内」あるいは，道

路を挟んだ徒歩数分圏内の施設の捉え方で整理している。 

 複数回答の結果，上位としては，図書館，図書室や，庁舎・支所機能を有する施設が併

設あるいは隣接していた。一方で，図書館と同じく社会教育施設である博物館については

下位に位置し，併設あるいは隣接している公民館は少ない様子が結果からうかがえた。 

 

 

図 2-4-5 公民館と併設又は隣接する施設（複数回答）（n=6,089） 

 

（４）公民館運営審議会 

 「３．指定都市・市町村教育委員会事務局調査」でも同様の設問を設けたが，ここでは

公民館運営審議会委員の委嘱に関する配慮事項に関する項目を設けた。その結果を次頁

図 2-4-6 に示す。 

 上位，多い順に「学校教育関係者」「社会教育関係団体代表」「学識経験者」と並び，委

嘱する委員の職務に関する配慮事項が多く見られた。 

 一方，公募委員や年齢，性別等の属性に配慮することは下位にとどまった。 
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図 2-4-6 公民館運営審議会又はその代替機関の委員委嘱における配慮事項（複数回答）（n=6,089） 

 

（５）公民館の取組 

 質問紙調査では，公民館の過去５か年（平成 25 年度以降）のうち，「地域活性化・まち

づくり」等，いわゆる「地方創生」に関わる取組の実施の有無について項目を設けた。そ

の結果を次頁図 2-4-7 に示す。 

 本調査における「『地方創生』のための活動」の定義については，前述の通り，「公民館

の従来の役割である「地域住民の学習拠点や，交流の場」に加え，「地域活性化・まちづ

くりの拠点，地域の防災拠点など」の役割を踏まえた「地域課題解決」に資する活動等全

般を「『地方創生』のための活動」」とした。 

 本結果から，「『地方創生』のための活動」は，直接的な取組よりも，従前の公民館事業

に絡めた取組である様子が読み取れる。一方で地域課題の解決に資する取組との関わり

方については，他の項目と比較すると実施数が少なかった。 
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図 2-4-7 過去５か年の公民館における地方創生に資する取組状況（複数回答）（n=6,089） 

 

 さらに，上記の取組を，直営館とでクロス集計を実施した結果が下図 2-4-8 である。直

営館は本調査において，回収数が多かったこともあるが，おおむね，上図 2-4-7 と同様の

項目順になっている。 

 

 

図 2-4-8 過去５か年の公民館（直営）における地方創生に資する取組状況（複数回答）（n=5,136） 

 

 加えて，指定管理者制度を導入する公民館について，指定管理者の種別のうち，回答数

上位２つである財団等法人等及び地縁団体を抽出し同じく取組とのクロス集計を実施し

た結果が次頁図 2-4-9 である。 

 直営館では，中位に位置している「自由な交流の場としての利活用の工夫」が２番目に

位置するとともに，「住民の地域づくり活動の促進」や「地域課題解決への取組」などは，

比較すると上位に位置している特徴がある。 
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図 2-4-9 指定管理者制度導入公民館（財団等及び地縁団体）における過去５か年の公民館における地方

創生に資する取組状況（複数回答） 
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（６）公民館調査から見えること 

 公民館の施設概況について，中央館に複合施設が他館種と比較して多かったことが見

て取れた。これについては，中央館の役割上，市町村行政の中心地に立地していることが

大いに影響していることがうかがえる。 

 また，「庁舎，支所」の併設が「図書館，図書室」に次いで２番目に多い結果であった。

これは，人口減により税収の減少が避けられない状況にある各自治体において，公民館の

建て替えのタイミングで複合施設化が推し進められる可能性は否定できない。既にこの

ような併設あるいは隣接による複合的施設化された公民館においては，その利便性を生

かして，公民館における地域住民の社会教育活動を一層盛んにするための手立てを講じ

ていくことに舵を切る契機と捉えることもできる。例えば，「地域学校協働活動」等の教

育活動を推進していくのであれば，公民館が学校の敷地内又は隣接地にあることは連携

する際に有効であろう（学校との連携に関する事例については，第３章で後述）。 

 次に，委員委嘱における配慮事項について，職務に関する配慮事項が多いのは住民の幅

広い意思を集約する上で必要なことである。特に，専門性を生かした意見が言える委員の

存在は，公民館活動の活性化には欠かせないからである。しかしながら，多様化する社会

においては更なる意見の広がりが求められている。 

 地域課題解決や社会の要請に応じるための活動を公民館として取り組むためには，今

後，これまで以上に幅広い分野から積極的に委員を登用していく必要がある。 

 指定管理者制度の導入について，図書館や博物館等の，評価指標の一つとして，来場者

数（集客力）がある。指定管理者にとって，集客を多くすることが事業成果を高めるため

に必要不可欠な条件と考えると，「６．自由な交流の場としての利活用工夫」の項目が直

営館と比較して上位に来ることは，その結果をうかがうものであろう。 

 また，教育的な視点よりも「地域住民の要求」等を第一に考えなければ，集客が伴わ

ず，公民館の経営が成立しない。そのため，おのずと上位に来る項目は個人の興味・関

心の強い内容になるという構図が成り立つことが考えられる。 

 公民館の取組について，直接的な「地方創生」の取組が少なかったことについては，「地

方創生」という言葉のイメージが，公民館の活動を通した「地域づくり」よりも，首長部

局で推進される「まちづくり」の印象の方が強いことが考えられる。それは，前述された

都道府県や指定都市・市町村の関係計画に公民館の位置付けが，他の教育に関する各種計

画と比較して少ない結果からもうかがえる。 

 しかしながら，令和元年６月に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」

において，「人材を育て活かす」ことが示されており，公民館の基本的な取組である地域

課題解決としての「人づくり」は親和性が高いことがわかる。 

 今後，公民館が「地方創生の拠点」となるためには，教育委員会と首長部局が連携し，

総合教育会議で策定される教育大綱や，まち・ひと・しごと創生総合戦略に，公民館の位

置付けが示されることによってその成果を発揮することができるものと考えられる。 

 さらには，生涯学習社会の中で「様々な学習を通じて『人づくり』を行い，地域住民の

自治意識を高める」ことが重要と考える。 

（森田 清延）
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５ 質問紙法による実態調査を受けて 

 

 平成 30 年 12 月の中教審答申「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の

振興方策について」によると，今後の公民館には，地域コミュニティの維持と持続的な発

展を推進するセンター的役割が求められるとされた。地域には多様な課題が山積してお

り，加えて行財政の悪化に歯止めが利かなくなってきている状況に鑑みて改めて同答申

に目を通すと，社会教育施設である公民館の運営・経営に際しては，意図的であり長期的

展望をもった体系的・計画的な取組が求められることが容易に読み取れる。 

 翻って本調査の結果を見ると，まず自治体における生涯学習・社会教育に係る計画の策

定率の低さが目につく。このことは，計画をもたない都道府県教育委員会においては，財

政部局に対して公民館関連施策を展開していくための根拠が乏しく，同じく計画をもた

ない市町村においては，そもそも公民館が教育行政組織の中にあって戦略的な役割を明

確に担っていないとも受け取れ，令和元年７月に公表された「平成 30 年度社会教育調査

中間報告」における公民館数の減少に，少なからず関わっている要因の一つとなっている

のではないかと思えてならない。 

 一方，公民館調査の「過去５か年の公民館における地方創生に資する取組状況」に係る

設問において，「自主学習グループの地域活動の促進」に関わる取組は 64.2％，「住民の

地域づくり活動への参加促進」に関わる取組は 63.7％の館で行われているなど，住民の

主体性を重視し，活動をファシリテートする役割を担っている館も多く存在することが

垣間見られた。「地方創生」を直接うたった講座・教室を展開することも「地域づくり」

の手段の一つとしてはあるが，地域課題に対して俯瞰的視野をもつ一握りの住民を募る

ことよりも，多くの館では，まずは地域の実情に触れる機会を設けたり，仲間とともに一

歩踏み出して行動しようとする住民の背中を後押ししたりすることに公民館の使命を見

いだしているように感じられた。 

 そこで，生涯学習・社会教育に関わる諸計画の策定率と考え合わせると，それら「地方

創生」に資する取組は，組織的な施策の展開というより，それぞれ，その時々の公民館運

営審議会の意向，若しくは，館長を始め，公民館主事などの事業担当職員のパーソナリテ

ィを基にした課題意識により展開されていると推察される。実際それは，指定都市・市町

村教育委員会調査の「公民館運営審議会又はその代替機関における最近５か年の地方創

生に関わる審議題」に係る設問において，「まちづくり」や「地域課題解決」を担うこと

や「地域の教育機関」としての役割を果たすことに関して審議している館が一定数あった

ことからも読み取れる。 

 こうした現状が把握できたところで，次章では，自治体における長期的ビジョンや県単

位での支援方針に基づく公民館事業が展開されている事例を紹介する。戦後，寺中作雄に

よって提唱され，町村振興の底力を生み出す場所として生まれた公民館に，「地方創生」

を喫緊の課題とする現代の自治体がいかにして魂を吹き込むか。その手掛かりを探りた

い。                               （山田 智章） 
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第３章 
ヒアリングによる事例調査の結果 

 

 



第３章 ヒアリングによる事例調査の結果 

 

１ 事例調査実施にかかる対象選定の経緯 

 

（１）事例調査の目的 

 地方創生等が掲げられる中，地域課題解決のプラットフォームとして公民館への期待

は高まっている。そこで公民館を取り巻く最新の状況や実態を数量的に把握することを

目的に質問紙調査を実施した。さらに，地方創生に資する既存の活動について，公民館事

業が企画・運営されるに至った背景（地域課題等）を踏まえながら，関わる人物や展望等

を定性的に捉えることで，公民館の新たな役割・可能性について事例調査を実施する。こ

れらにより，地域の未来を担うこれからの公民館像について提言することを本調査の目

的とする。 

 

（２）事例調査対象選定の経緯 

 事例調査対象選定に当たり，下記の視点を勘案し事例調査ワーキンググループにて事

例調査対象候補を選定し，調査研究委員会において承認・決定した。 

 ・都道府県及び指定都市の質問紙調査から各種計画に公民館の記載があると回答した

自治体域内の公民館 

 ・指定都市・市町村教育委員会対象の質問紙調査で示された好事例実践館 

 ・優良公民館表彰で直近３年の被表彰館 

 ・自治体規模（中山間地域及び都市部等） 

 ・その他（各種，研修体制等） 

 

 上記の基準から，下記の施設・団体等を対象に事例調査を実施した。 

 ・秋田県北秋田郡上小阿仁村公民館（上小阿仁村生涯学習センター） 

 ・広島市古田公民館 

 ・広島県府中市国府公民館 

 ・福井県福井市公民館連絡協議会 

 ・福井県公民館連合会及び福井県教育庁 

 

（３）本章の読み方 

 次頁から，全５事例の事例報告を掲載する。各事例の冒頭に，それぞれの内容・特徴を

要約し，まとめている（四角囲み部分）。必要に応じて参照されたい。 

 また，事例調査ワーキンググループでは，事例調査の目的を踏まえ，以下の項目を柱に

実践する事業や取組等についてヒアリングを実施した（表 3-1-1 参照）。 

 なお，事例報告の第２節（４）及び（５）については，公民館支援の在り方について団

体に事例調査を実施しているため，一部ヒアリング項目に沿わない構成となっている。予

め御了承いただきたい。 
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表 3-1-1 事例調査におけるヒアリング項目 

大項目 中項目 ヒアリングの概要 

① 成立経緯 

(1) 背景 
事業等を企画するに至った地域課題はどのような

ものであったか。あるいは，自治体や国の動向等を

どのように捉えた（参考にした）のか。 

(2) 現状分析 
事業等の企画をする上で，どのように現状分析を

はかったのか（調査等の実施の有無）。 

(3) 資源の確保 
事業実施に当たり，どのように予算や人材を確保

したのか。 

(4) 公民館運営審議会 
事業実施に当たり，公民館運営審議会等，諮問機関

の関わりはどの程度あったのか。 

② 特徴 

(1) 連携先 
事業の実施に当たり，どのような機関・団体等と連

携を図ったのか。 

(2) 成果の循環・指標 
事業の成果をどのように生かしたのか（生かそう

としているのか）。また，成果指標をどのように設

定したのか。 

(3) 事業の売り 
実施事業の売りは，どのようなものか（他の取組と

の違いは何があるか）。 

③ 人物 

(1) 社会教育指導員 
事業の企画・実施に当たり，社会教育指導員やボラ

ンティアがどのように関わったのか。 

(2) 社会教育主事有資格者 
上記③(1)同様，社会教育主事有資格者の関わりが

あったのか。あるいはどのような役割を担ったの

か。 

④ 展望 

(1) 成果・課題 
実施事業の成果や課題はどのようなものであった

のか。 

(2) 波及効果 
今後，当該事業の成果がどのような効果をもたら

すと期待するか。 

⑤ その他 その他事項 上記以外の内容で特筆すべき点について。 

 

（郡谷 寿英） 
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２ 事例調査報告 

 

（１）人口減少等地域課題を見据えた取組について 

   ～秋田県上小阿仁村公民館（上小阿仁村生涯学習センター）の事例～ 

 

 著しい人口減少と高齢化が進む小規模自治体にあって，公民館が生涯学習推進の面

から，積極的に地域の維持，存続，活性化を図った好事例である。それを可能としてい

ることに，教育立村として村是，教育長と公民館職員の連携，公民館事業と小中学校行

事の連携，他市町村との交流活動の促進，県教育委員会との協力関係などがある。 

 

ア 上小阿仁村の概況 

 上小阿仁村は，秋田県の県庁所在地，秋田市から北へ約 55 km の県北地域の山あいに位

置している。村の地形は南北に長く，北部は平地で南部は山林が多い。総面積(256.7 平

方 km)の 92.7％が山林原野で占められている。 

 村の人口は，令和元年 8月末現在で 2,262 人，世帯数は 1,105 である1。10 年前の平成

21 年８月末の人口は 2,930 人であり（世帯数は 1,249），10 年間で約４分の１の人口が減

少している。また，秋田県が示している資料によると2，上小阿仁村の平成 30 年 10 月現

在の高齢化率は 52.2%で，平成 20 年 10 月の高齢化率 43.7％が 10 年間で 8.5 ポイント上

昇している。集落は，村役場など公共施設がある村北部に集中しているが，村の周辺部に

も点在している。 

 村の特徴的な産業は林業であり，古くから秋田杉の産地として，林業や木材産業が重要

な位置を占めてきた。現在，村の森林の 73％が国有林で，これは村の林業関連産業の基

盤になっている。 

 

イ 村の教育と公民館の現状 

 上小阿仁村は，少なくとも昭和 30 年代から「教育立村と植林信仰」を村是としてきて

おり，現在も，村の教育は，教育立村という考えを基盤として展開されている。現在の村

立の教育関連機関には，認定こども園１園，小学校及び中学校各１校，公民館１館，生涯

学習センター１館がある。このほか，自治公民館が２館ある。 

 村の社会教育に関して，「第６次上小阿仁村社会教育中期計画（平成 29 年度～33 年度）

～村民が自らの生きがいと豊かな心を持って生活できるむらづくりを目指して～」（以下，

社会教育中期計画）が進行中である。この中では，次の四つの柱が掲げられ，それぞれに

村民の目標が具体的に示されている。 

笑顔が広がりともに学び合いができる村 

生きがいを持ち，自分を生かすことができる村 

郷土の誇りを守り伝える村 

心身共に健やかな人がいっぱいの村 

                                                       
1 上小阿仁村「広報かみこあに」より。 
2 https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/2078（2019 年 9 月 20 日参照） 
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 この柱に基づいて村民の目標が設定されており，その実現を支援する中心となるのが

上小阿仁村公民館の活動である。社会教育中期計画の中では，上記の柱の一つである「笑

顔が広がりともに学び合いができる村」に関わる村民の目標の一つに，「公民館事業に積

極的に参加します。」が挙げられている。 

 上小阿仁村公民館は，公民館としての独立した施設はないが，生涯学習センターの施設

の大半を占め，公民館活動を展開している。館長は村教育長が兼務し，また，公民館主事

は教育委員会生涯学習班職員の主査 1名が兼務している。生涯学習センターの施設は，平

成 11 年に竣工した鉄筋コンクリート造の２階建で，移動型 420 席のある多目的ホール，

研修室３室，茶室，郷土資料展示ホールを有する。公民館事業の多くは，これらの各スペ

ースを利用して行われている。なお，生涯学習センターの中には，村立図書館，並びに教

育委員会事務局が併置されている。 

 上小阿仁村公民館の事業は，生涯学習諸行事，社会体育諸行事，かみこあに大学，公民

館講座の四つに分類されており，平成 30 年度には，生涯学習諸行事として成人式，親子

映画鑑賞会等の九つの行事が行われている3。同様に，社会体育行事として，ユニカール

交流大会，グランドゴルフ交流大会等の 22 件の事業が行われている。「かみこあに大学」

は，講話，体験，鑑賞など各種プログラムをそろえた全 10 回で構成される講座として実

施されている。最後の公民館講座は，「お盆囲碁大会」などの単発行事が５件，「絵手紙講

座」「ペアダンス教室」など複数回の内容で構成される講座が２件，実施されている。 

 

ウ 地域課題に向き合う公民館の運営 

（ア）これまでの取組 

 人口減少や少子高齢化という地域課題に直面する中で，公民館は持続可能な地域づく

りを目指した事業を行っている。 

 その一例が，先に挙げた「かみこあに大学」である。「かみこあに大学」は，平成 28 年

度に，それまでの「ことぶき大学」の名称と内容を一新して始められた高齢者を対象に複

数回の内容で構成されている講座である。ことぶき大学も高齢者を対象にした講座であ

ったが，受講者のさらなる高齢化が進んだことから，受講者の年齢層を若くし，体験的で

あり，また，活動的な内容を取り入れた講座に改変された。そのコンセプトは，「生きが

いづくり」「健康づくり」「仲間づくり」であるという。 

 次頁表 3-2-1 は，平成 30 年度のかみこあに大学のプログラムである。期間は平成 30 年

５月から翌平成 31 年３月までの約 10 か月間で，計 10 回の行事が組まれている。内容を

見ると，実践的・体験的な活動，小学生との交流，鑑賞・見学などがその多くを占めてい

る。小学生との交流事業などの世代を超えた交流とともに，他地区の高齢者大学学生との

交流のような広域的な交流も行われている。また，これらの行事の中で，体育の日記念事

業との同時開催や，関西二期会公演は上小阿仁小中学校事業に参加する形態となってい

る。 

  

                                                       
3 平成 30 年度第２回上小阿仁社会教育委員会資料より。 
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表 3-2-1 平成 30 年度 かみこあに大学 

開催日 行事名 内 容 

（平成 30 年） 

５月 15 日 

開講式 うた，体操，脳トレ 

６月 21 日 小学校交流会 

給食体験 

小学校１，２年生との交流（昔あそび） 

小学校３，４年生との交流（英語あそび） 

学校給食の試食 

７月 27 日 行政相談員による講話 講話「困ったら一人で悩まず，行政相談」 

講師 上小阿仁村行政相談員 

10 月８日 体育の日記念事業 

（高齢者レクリエーショ

ン） 

高齢者レクリエーションとして体育の日記念行事と同

時開催。スカットボールやウォーキング，グラウンドゴ

ルフ 

11 月８日 関西二期会公演 上小阿仁小中学校事業へ参加 オペラ鑑賞 

11 月 22 日 移動教室 小坂町「康楽館」，ホテル鹿角 

12 月 12 日 ミニ発表会 保育園ミニ発表会鑑賞 

（平成 31 年） 

１月 10 日 

新春学習交流会（会場：森

吉） 

上小阿仁，合川，森吉の高齢者大学生交流 

大学生有志によるアトラクション 

講話「みちのくの砂金と平泉文化」 

講師 大館市教育委員会教育長 

２月  体験学習  

３月 修了式  

 

 このほか，公民館で実施している公民館講座の一部は，講座の内容を住民に募集し，そ

れを基に公民館職員が新規の講座を企画している。これは，住民の学習ニーズに応えると

いうことはもとより，受講者が一部の人々に偏ることを防ぎ，新たな学習者（受講者）を

増やすことにつながっている。 

 

（イ）地域課題に向き合う公民館を支えていること 

・人的要素 

 上小阿仁公民館の職員は，先述したとおり，村教育長が館長を兼務し，教育委員会事務

局の主査１名が主事を兼務している。主事を務める職員は社会教育主事有資格者ではあ

るが，社会教育主事として発令はされていない。 

 日常的な公民館事業の企画運営は，主事の果たしている役割が大きい。実質的には，ほ

ぼ１名体制で事業運営が行われている。このような事情により，例えば，県主催の社会教

育関係職員対象の研修等への参加が困難な状況にあり，研修を通じて県内外の様々な実

践事例を学んだり，最新の情報を得たりする機会を逸しているとの話も聞かれた。 

 そのような中で，公民館の取組を支えていることの一つに，館長（教育長）と主事との

綿密な情報共有と連携関係がある。例えば，公民館講座の企画においては，日頃から館長

と主事の二人でどのような講座が適切かを検討していおり，臨機応変に住民の学習ニー

ズや地域の課題を講座の内容に取り入れられるようにしている。職員は少ないが，村教育

行政のトップが館長を兼任していることにより，各種の意思決定を的確に，かつ迅速に行

える体制となっていると考えられる。 

 さらに，このような取組は，県教育委員会（生涯学習課）と秋田県生涯学習センターと

の良好な関係にも支えられている。主事が県主催の研修会に参加することが難しい状況

はあるが，県教育委員会や県生涯学習センターとの連携協力の関係があることにより，生
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涯学習や社会教育に関わる助言を得られたり，生涯学習・社会教育に関わる国や県の情報

を遅延なく得られたりすることもできる。このような関係の継続，発展を担える公民館職

員の存在は大きい。 

・取組における工夫 

 公民館事業の実施，運営に見られる工夫は，公民館の地域課題への取組を支え，促進し

ている側面がある。かみこあに大学の実施，運営をみると，幾つかの工夫を読み取ること

ができる。第一に，かみこあに大学の受講者（高齢学習者）と小学生が交流する形態を意

図的に取り入れていることがある。表 3-2-1 にあるように，小学校交流会では１，２年生

とは昔あそびをテーマに，また，３，４年生とは英語あそびをテーマに，受講者と小学生

による積極的なコミュニケーションが見られたという。また，かみこあに大学の１コマを

小・中学校の行事（関西二期会公演鑑賞）にあて，かみこあに大学の受講者と小・中学生

が一緒に公演を鑑賞するプログラム編成も，その一つの形態と捉えることができる。第二

は，他市（北秋田市）の高齢学習者との交流ができるプログラムとしていることである。

市町村の枠を超えた広域的な交流は，学習者の充実感の向上に，また，新しい仲間づくり

につながるものと考えられる。第三に，公民館では，かみこあに大学などの公民館事業の

実施時は送迎バスを準備し，高齢者の公民館事業への参加促進と利便性の向上を図って

いることがある。 

 さらに，公民館事業全般から読み取れる工夫として，公民館が中心となって，村の生涯

学習が推進されているということがある。村の社会教育事業はもとより，こども園，小学

校，中学校との連携の核となっているのが公民館であり，子供から高齢者までの各世代の

生涯学習の支援の核となっているのが公民館であるということができる。 

  

エ 中長期的な展望と課題 

 上小阿仁村では，村の取組として集住型宿泊交流施設「コアニティー」を設置して村外

来訪者の受入れ体制を整備するとともに，大学生との交流，首都圏の大学のフィールドワ

ークを受け入れて村民との交流や，村民相互の交流を積極的に進めている。また，秋田県

が主導して行う「あきた県民芸術祭」に参加し，現代アートをメインにした里山の魅力発

信プロジェクトを開催している。上小阿仁村には，この村の直面する課題に対して，村の

存続をかけた意気込みと取組を随所に見出すことができる。 

 上小阿仁村公民館の取組は，村のこのような取組の一つとして，村の教育・学習活動を

牽引している。それを可能にしている理由の幾つかは先に述べたとおりであるが，それに

さらに付け加えるとすれば，小規模な自治体としての強みを生かしていることである。村

の行政がコンパクトであるからこそ，公民館の活動や村の地域づくりの活動が一体的に

進められている。また，それに参加し，関わろうとする村民がいる。今後も，このような

村行政と村民の協働の関係を維持し，拡大していくことが期待される。 

（原 義彦） 
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（２）中学生を中心とする多世代住民の地域課題解決に向けた取組について 

   ～広島市古田公民館の事例～ 

 

 地域における課題や要請を契機として，30 年後の地域の暮らしを見据えて，その未

来を担う中学生が中心となって課題解決の取組を実践している。子供たちを核にし，彼

らの企画や運営を，学びを通して組織化された住民，ボランティア，公民館主事等によ

って支援する体制と環境を整備した好事例である。 

 

ア 取組の背景 

（ア）取組地区の概況 

 古田公民館は，広島市西区に位置する古田中学校区にあり，人口 27,014 人，世帯数

11,164，高齢化率 19.0％と，世代の均衡がとれた地域にある。また，この地区は旧山陽

道に面していることから歴史的な寺社が軒を連ねる一方で宅地化も進み，新興住宅地も

増えている状況にある。 

 

（イ）取組に至った経緯 

 古田地区では，次代を担う子供を育て，まちに残り続けてもらいたいとの地域住民の機

運が醸成されていた。そこで広島市は，この地域に次世代育成支援対策推進法に基づく行

動計画により，冒険遊び場事業を実施し，プレイパークを設置した。さらに，平成 25 年

９月に古田中学校から古田公民館に対して，ESD 学習を地域で支援してほしいとの相談が

あったことから，多世代の地域住民の居場所づくりに取り組む住民グループ「多世代寺子

屋ネットワーク（下記（ウ）参照）」が受皿となって「このまちにくらしたいプロジェク

ト」が立ち上がった。 

 

（ウ）多世代寺子屋ネットワーク 

 古田公民館におけるワークショップ参加者等により平成 24 年に発足。市民活動団体，

町内会，子供会などで構成されており，「地域の居場所づくり」をキーワードに 50 のアク

ションプランを策定。それを基に，シニア向け「地域デビュー講座」や地域ブランドであ

るいちじくの次世代への継承を目的とする「古江いちじくプロジェクト」など特色のある

公民館事業が生まれている。 

 

イ 取組の概要 

（ア）このまちにくらしたいプロジェクトの目的 

 中学生が住民とともに人口減少などの社会課題と向き合い，住み慣れた地域で多様な

世代が共生できる持続可能な将来像を描き，そのためには今どのような活動が必要か，地

域でできることは何かを論議し，その中で，地域課題を発見し，具体的に地域課題の解決

に向けての行動を生み出している。 

 また，その学習活動を通して，社会に主体的に関わり行動する人材を育むための活動を

実施する。 
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（イ）実施主体の構成 

 広島市立古田中学校の生徒（公募）と，多世代寺子屋ネットワーク，さらには地域活動

に共感する住民等が「このまちにくらしたいプロジェクト」の主体を形成している。なお，

古田公民館は活動場所の提供と事務局業務を担っている（図 3-2-1 参照）。 

 

 

図 3-2-1 実施主体の構成図 

 

 

（ウ）予算 

 初年度は古田中学校のプロジェクト学習の一環として，「広島県こども夢基金」を活用

していたが，２年目以降は「環境省持続可能な地域づくりを担う人材育成事業」により実

施した。 

 

（エ）具体的な取組 

① 活動テーマ「みんなが幸せに使える公園★遊び場をつくろう！大作戦」 

 古田地区の 30 年後の暮らしについてワークショップなどを通して考えた結果，公園の

在り方を再考することで，子供から高齢者まで多世代が集い，世代をつなぐ地域の居場所

として再生させることを目指す。 

② 事業「公園活用イベント『冒険あそび場ワンダふるたパーク』」 

 子供を対象として，竹ブランコや巨大ハンモックなどを設置した「冒険あそび場プレー

パークゾーン」や，コーヒーやおやつなどを提供することで親子連れがくつろげる「カフ

ェゾーン」，多世代が楽しめる「にわか大道芸体験ゾーン」などを設けたイベントを開催

（平成 29 年度からはイベント回数を４回に増やす）し，毎年延べ 100 名を超える参加者

が集まっている。 

 参加者アンケートでは，80％以上が「公園の在り方を考えるきっかけとなった」と回答

するなど，高い満足度を得ていた。 

このまちにくらしたいプロジェクト 

古⽥中学校⽣徒 

多世代寺⼦屋ネットワーク 

地域住⺠・地域団体ほか 

（事務局）古⽥公⺠館 
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③ その他の事業 

 本プロジェクトから派生し，古田公民館では，地域住民による検討会「多世代遊び場づ

くり会議」事業も実施している。 

 

ウ 取組を支えている人的要素 

（ア）企画サポーター 

 中学生による事業の企画をサポートしている。地域づくりの活動については，活動者

（本件においては中学生）の自立的な活動が，次代の担い手を育む上で重要であるが，今

日では子供会などの青少年団体での活動経験が少ない指導者が増えている現状がある。

そのような中，本件における企画サポーターの一人は青年海外協力隊に参加した経験が

あり，中学生に対する的確な助言をされていた。 

 

（イ）地域サポーター 

 事業の支援者を発掘したり組織化したりするなど，地域住民をコーディネートしてい

る。事業の取組内容に応じて，住民のボランティアを募り，多くの賛同者を集めている。

従前からの地縁団体や社会教育関係団体である自治会や女性団体なども取り込んでいた。 

 

（ウ）その他の支援者（公民館主事等） 

 広島市では公民館を公益財団法人広島市文化財団に運営を委託しているが，財団は公

民館主事として採用した者に社会教育主事講習を受講させるなどして，人材の育成に重

点を置いている。また，この財団の所管は広島市役所市民部であり，首長部局の関係課と

も密接に関わっているため，地域活動に係る地域住民へのアプローチについても常に試

行錯誤している。このため，公民館主事が，日常で培った高いスキルとノウハウを生かし，

地域コーディネーターとしての役割を担っている。 

 あわせて，古田公民館運営委員会は，自治会長，社会教育関係団体関係者など 30 名を

超える委員で構成されているため，公民館が関わる事業に対しても積極的に協議し，地域

一帯となった運営となるよう支援している。 

 

エ 中期的な展望と課題 

（ア）成果 

 まず，特徴的な事項として，中学生の声から生まれた行動が，公園の在り方やその必要

性を地域に問いかけるきっかけとなったことが挙げられる。その成果として，「冒険あそ

び場づくり」に参加した団体によるネットワーク組織「つくるあそび場ねっとひろしま」

が発足した。また，他地区の団体との間で SNS を活用した情報交換や交流の場が生まれ

た。 

 また，これらの活動が，多世代の交流機会となり，中学生はもとより，大人にとっても

第三の居場所として，お互いの価値観を学び合える人間形成の場となったことを成果と

して挙げることができるであろう。実際に，本調査に赴いた際にも，公民館の「シニア向

け地域デビュー講座」から発足したグループも活動の支援を行っていた。 
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 これらの活動を通して，子供たちに「公園づくり」の担い手としての意識が芽生えつつ

ある様子が見出せている。その証左として，これまで参加者だった小学生が，企画運営の

メンバーとして参加するようになったことが挙げられよう。 

 

（イ）課題 

 一方，今後も継続的に持続可能な取組とするためには，さらに多くの担い手を育てたり，

地域における協力者を発掘したりする必要がある。 

 現在，活動するための資金を各種助成金に頼っている現状があることから，収益活動の

実施やサポーター（金銭的な支援者）制度の創出，地域団体等の連携など，経営面で工夫

する必要があるとのことであった。 

 

（ウ）今後の展望 

 この取組を通して，公民館と地域団体等との連帯意識が生まれ，事業の認知度や信頼感

が増してきている様子があるという。今後も，公民館が人を集める住民の舞台装置にとど

まることなく，公園，学校，商店街など，様々な地域のフィールドで活躍する人たちを送

り出す控室（インキュベーター）のような場所であるように努めることを展望として述べ

ていた。併せて，そこに暮らす一人一人のまちを想う気持ちに寄り添い，住民の自治力や

まちの付加価値を高めようとする住民活動のパートナーとしての役割を果たすことが公

民館と公民館主事の務めであることを示された。 

（石井 圭一郎） 
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（３）学校との関わりを通した地方創生に資する取組について 

   ～広島県府中市国府公民館と府中市立国府小学校の事例～ 

 

 公民館が小学校の実施する事業に対して人的・組織的支援を行うことにより，地方創

生に資する地域課題・生活課題について，児童をはじめ広く地域住民へ共有し，意識の

醸成を図る取組の好事例である。この接点としては学校運営協議会が機能しており，こ

の委員として公民館関係者が参加し，地域課題解決の提言をすることが望まれる。 

 

ア 取組の背景 

（ア）取組地区の概況 

 国府公民館は府中市の中心部に位置し６町内会（高木町，中須町の一部）からなる国府

小学校区エリアにある。人口は高木町 5,092 人，中須町 4,036 人である。国府公民館は国

府小学校に隣接しており，相互に施設を利用し合っている。そのため，国府小学校の児童

は，公民館で行われている地域住民の活動を常に垣間見てきている（ただし，ヒアリング

調査訪問時点では，館の建て替え中であった）。 

 

（イ）取組に至った経緯 

 府中市にはおおむね大字単位に公民館が 16 館設置されているが，近年利用者が固定化

されており，公民館関係者は，小中学校の子供たちをはじめ，新たな利用者の掘り起こし

を課題としていた。そのような中，国府小学校では，府中市の「府中学びプラン（概要は

下記（ウ）を参照）」に基づき，小中一貫教育とコミュニティ・スクールを導入した。府

中市は，コミュニティ・スクールを地方創生のカギとして捉え，地域の大人が，小・中学

生等を「将来の地元の若者」と捉え，「地域の課題解決に取り組み続ける地元の若者を育

てる」取組を展開しようと考えている。そのようなことから，国府公民館では，国府小学

校のコミュニティ・スクールとして実施する「国府小学校学校運営協議会（以下，「Ｋネ

ット」）事業『国府演 JOY 祭（こくふえんじょいまつり）』」に協力することとなった。 

 

（ウ）府中学びプラン 

 本プランは，小中一貫教育を推進し，志を高く持ち，たくましく生き抜く力の育成を目

指すことを目的としている。「知・徳・体のバランスの取れた府中っ子の育成」「夢や志を

育み，社会を生き抜く力の育成」「魅力ある学校づくり」を基本方針とし，学びの一貫性

を追求し義務教育９年間を通して全ての児童・生徒の可能性を最大限に伸ばす教育を行

っている。この経営理念として，地域と交流を深め地域に発信する学校，地域と対話がで

きる学校などが掲げられている。 

 

イ 取組の概要 

（ア）「Ｋネット」の取組概要とその目的 

 平成 28 年度以前，学校行事の音楽発表会，PTA 行事の読書まつり，さらに公民館まつ

りが同時期に開催されていた。そこで，平成 29 年度にこれらの事業・行事の在り方を見

直し，一緒に取り組むことのできる「国府演 JOY 祭」を企画し実施することになった。こ

の事業は「Ｋネット」の基本理念である「地域を愛したくましく生き抜く子どもの育成」

を具現化するものとして，学校・家庭・地域が一体となって子育てを推進する事業である。 

 

（イ）実施主体の構成 

 実施主体である「Ｋネット」の委員には，公民館から，公民館長（非常勤）と活動推進

員（公民館常勤：地域雇用）が共に参画している。この２名は，学校から協力を依頼され

た事項に関して地域のボランティアを紹介するなどの，コーディネートを担当している。

このほか，６町内会自治会長も委員として参画しており，活動に合わせて地域の中から活

躍できる人材を紹介するなどしている。この「Ｋネット」を核に国府小学校児童の育みを

地域住民が支援する枠組みとなっている。 

 

（ウ）予算 

 本件は「Ｋネット」での活動であることから，公民館としての予算措置はない。 

 

（エ）具体的な取組 

 上記の公民館長及び活動推進員が，「Ｋネット」委員として参画し，「国府演 JOY 祭」の

業務を担っている。その内容は地域課題・生活課題（広範な世代による地域住民の交流，

伝統文化の継承など）の解決に向けた取組を行っている児童に対して助言をしたり，活動

に際しての地域住民の協力者やボランティアを募集したりするなど，広範な内容になっ

ている。 

 

（オ）国府演 JOY 祭の概要 

 国府小学校では，「社会に開かれた教育課程」の具現化のため，「Ｋネット」の中に以下

の４つの部会を設け，教育課程内で実施する学習活動を企画している。 

 

 ・イベント部会 ···· 全地域を挙げてのイベント開催 

 ・まなび部会 ······ 体験学習・学習の支援 

 ・こころ部会 ······ 子供たちの心づくり 

 ・げんき部会 ······ 子供たちの体づくり 

 

 国府小学校の児童は，地域課題・生活課題を題材に選び，地域で課題解決に資するよう

な取組を自ら企画し，その年の「国府演 JOY 祭」案として，「Ｋネット」イベント部会に

提案している。そこで委員により採択された企画に沿って「国府演 JOY 祭」は実施されて

いる。「Ｋネット」委員は，その年の企画に合わせて地域住民に協力を募るなどして活動

を進めている。正に，地方創生に資する次世代人材を育成する取組として評価に値する取

組といえよう。 
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直し，一緒に取り組むことのできる「国府演 JOY 祭」を企画し実施することになった。こ

の事業は「Ｋネット」の基本理念である「地域を愛したくましく生き抜く子どもの育成」

を具現化するものとして，学校・家庭・地域が一体となって子育てを推進する事業である。 

 

（イ）実施主体の構成 

 実施主体である「Ｋネット」の委員には，公民館から，公民館長（非常勤）と活動推進

員（公民館常勤：地域雇用）が共に参画している。この２名は，学校から協力を依頼され

た事項に関して地域のボランティアを紹介するなどの，コーディネートを担当している。

このほか，６町内会自治会長も委員として参画しており，活動に合わせて地域の中から活

躍できる人材を紹介するなどしている。この「Ｋネット」を核に国府小学校児童の育みを

地域住民が支援する枠組みとなっている。 

 

（ウ）予算 

 本件は「Ｋネット」での活動であることから，公民館としての予算措置はない。 

 

（エ）具体的な取組 

 上記の公民館長及び活動推進員が，「Ｋネット」委員として参画し，「国府演 JOY 祭」の

業務を担っている。その内容は地域課題・生活課題（広範な世代による地域住民の交流，

伝統文化の継承など）の解決に向けた取組を行っている児童に対して助言をしたり，活動

に際しての地域住民の協力者やボランティアを募集したりするなど，広範な内容になっ

ている。 

 

（オ）国府演 JOY 祭の概要 

 国府小学校では，「社会に開かれた教育課程」の具現化のため，「Ｋネット」の中に以下

の四つの部会を設け，教育課程内で実施する学習活動を企画している。 

 

 ・イベント部会 ···· 全地域を挙げてのイベント開催 

 ・まなび部会 ······ 体験学習・学習の支援 

 ・こころ部会 ······ 子供たちの心づくり 

 ・げんき部会 ······ 子供たちの体づくり 

 

 国府小学校の児童は，地域課題・生活課題を題材に選び，地域で課題解決に資するよう

な取組を自ら企画し，その年の「国府演 JOY 祭」案として，「Ｋネット」イベント部会に

提案している。そこで委員により採択された企画に沿って「国府演 JOY 祭」は実施されて

いる。「Ｋネット」委員は，その年の企画に合わせて地域住民に協力を募るなどして活動

を進めている。正に，地方創生に資する次世代人材を育成する取組として評価に値する取

組といえよう。 
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図 3-2-2 ６年生が国府演ＪＯＹ祭の企画提案を学校運営協議会委員に実施 

 

ウ 取組を支えている人的・組織的要素 

（ア）社会教育指導員 

 「Ｋネット」委員である活動推進員（常勤の公民館職員）は地域雇用の職員で 10 年以

上にわたり現職を勤め，多くの地域住民との信頼関係を築き，地域活動を取り仕切るキー

マンとして尽力されている。なお，本活動支援員は社会教育主事有資格者である。 

 

（イ）公民館運営審議会の関わり 

 府中市では，各公民館に公民館運営委員会を組織し，公民館運営審議会の役割を担って

いる。国府公民館運営委員会には，公民館利用団体，学校教育関係者，まちづくり協議会

関係者などから構成されており，公民館運営をはじめ地域のボランティア活動団体の支

援・参加促進についても意見するなど，国府小学校のコミュニティ・スクールの活動を側

面的に支援していることがうかがえた。 

 

（ウ）学校の関わり 

 本事例における活動であるコミュニティ・スクールは，学校が主体となっての取組であ

るものの，学校管理職が公民館活動の現状・課題を市教委や公民館関係者とともに整理，

分析しているため，公民館の実態にあった取組を提案できる体制が整っていた。 

 

エ 中長期的な展望と課題 

（ア）成果 

 本事例の成果として，コミュニティ・スクールの活動を通じて，地域の子供が，大人を

地域づくりに巻き込んでいることが挙げられ，正に「地域とともにある学校」を具体化し

た取組であることが評価できよう。 

 また，公民館がコミュニティ・スクールに積極的に参画しており，多世代にわたる住民

交流の場としても機能している点も成果の一つに加えられるであろう。 

 

（イ）課題 

 一方，「Ｋネット」において，地域人材のコーディネーター役を担う活動推進員の継続

的な育成が課題となっている。地域雇用であるため，人材の発掘と養成を計画的に行う必

要がある。 
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 また，「国府演 JOY 祭」等は，性質上児童が主体となっての取組であるが，今後より一

層，地域の大人が主体的に取り組むフレームも検討する必要があろう。公民館として「Ｋ

ネット」における活動の広がりを期待したい。 

 最後に，府中市のコミュニティ・スクールでの活動を通じて学んだ子供たちが青年層に

なったとき，今度は地域活動や生涯学習・社会教育の枠組みの中で活躍できる環境をどの

ように整えていくかなど，長期的なフォローアップをしていく必要があり，そのための教

育問わず，行政内外の連携・協働の取組に期待したい。 

（石井 圭一郎） 
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（４）市域での公民館支援について～福井県福井市の事例～ 

 

 官民一体となった公民館支援を実現するために，人事，財政，事業実施について，条

例等により精緻に役割分担された体制整備を実現している好事例である。公民館運営

審議会等の従前組織の他，自治会長等による公民館協力委員や上位組織としての福井

市公民館連絡協議会等，縦横双方のつながりを強固にするための組織化もされている。 

 

 公民館の活性化は各館職員や地域住民等利用者の創意工夫があって成し遂げられるも

のであるが，加えて，各公民館を支える市町村の制度，あるいは，より広域でサポートす

る都道府県レベルの仕組みがあることで，地域全体の底上げがなされる。 

 本項（４）と次項（５）では，それぞれ福井市，福井県を例として検討する。 

 

ア 福井県の公民館 

 福井県の公民館は，近年，全国的に見て活動が活発であると言って良いだろう。 

 文部科学省は，公民館のうち，特に事業内容・方法等に工夫をこらし，地域住民の学習

活動に大きく貢献していると認められるものを優良公民館として昭和 23年度から表彰し

ているが，平成 25 年度からは新たに優良公民館の中から特に優れた活動を行った 5館を

優秀館として文部科学大臣が決定し，さらに優秀館の中から最優秀館 1 館を表彰式当日

のプレゼンテーションと投票（インターネット視聴者，会場）により決定している。優良

公民館は全国各地の公民館が満遍なく毎年 60～70 館前後が選ばれているが，優秀館及び

最優秀館は必ずしも均等ではない。表 3-2-2 のとおり，平成 25 年度から平成 30 年度ま

での６年間で最優秀館・優秀館に選ばれた 30 館のうち，５館が福井県内の公民館であり

（うち３館が福井市），最も多く受賞している県である（次に多いのが広島県の４館，北

海道・鳥取県の３館）。 

 背景に公民館活動に係る福井市及び福井県の取組があるのではないかと考え，ヒアリ

ング調査を実施する運びとなった。 

 

表 3-2-2 最優秀館・優秀館に選ばれた福井県内の公民館 
平成 30 年度（第 71 回） 越前市岡本公民館，福井市清水西公民館 
平成 29 年度（第 70 回） 鯖江市北中山公民館 
平成 28 年度（第 69 回） 福井市和田公民館 
平成 25 年度（第 66 回） 福井市社北公民館 

注）平成 25 年度の福井市社北公民館は最優秀館，そのほかは優秀館。 

 

イ 公民館の福井市方式 

 はじめに，福井市の公民館の特徴を見ていこう。福井市では，原則１小学校区に１公民

館が設置されている。現在，中央公民館１館と，49 地区館，６分館が設置されている。 

 福井市の公民館は，次頁表 3-2-3 のとおり，半官半民の「福井市方式」で運営されてい

る。 
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表 3-2-3 福井市方式の公民館運営（出典：福井市提供資料より筆者作成） 

  福井市教育委員会 公民館 

人事 
・公民館職員の委嘱（非常勤特別職） 

・公民館職員への賃金等の支払 

・公民館運営審議会が公民館職員候補者の選

考と内申 

財政 
・設置は市が行う 

・各公民館に管理運営費，教育事業費を交付
・地区費の活用（ただし地区による） 

事業 ・基本方針や施設の管理規則を各館に明示 
・事業実施方針を策定し，それに基づき学習

プログラム，計画等を作成，実施 

 

（ア）職員，運営体制，財政 

 後述の中央公民館を除き，地区館には館長１名と主事若干名（人口 5,000 人未満は２

人，人口 5,000 人以上は３人）が配備されている。福井市の特徴の１つは公民館職員の人

事の方法であり，各館に置かれている公民館運営審議会でその候補者の選考と内申を行

った上で，福井市教育委員会から委嘱を受けるという手続となっている。 

 このことは，福井市公民館設置に関する条例（以下，条例と略）及び福井市公民館管理

運営に関する規則（以下，規則と略）で定められている。条例第６条に基づき設置される

公民館運営審議会は，同条第２項以下で，学校教育の関係者，社会教育の関係者，家庭教

育の向上に資する活動を行う者，学識経験者，教育委員会が必要と認める者の中から，

2,000 世帯未満の公民館の場合は 15 人以内，2,000 世帯以上の公民館は 20 人以内の委員

を教育委員会が委嘱又は任命するとなっている（任期２年）。そして，公民館職員の地区

選考内申については，規則第５条で，教育委員会は公民館職員の候補者を選考内申するた

め各公民館に公民館職員選考委員会を置くこと，選考委員は公民館運営審議会の委員及

び館長をもって充てること，そして，規則第６条で教育委員会は前条の選考内申を基に公

民館職員を委嘱する，と規定されている。この地区選考内申の方法は，昭和 24 年の社会

教育法制定時の館長人事に関する同法第 28 条第２項の条文「館長の任命に関しては，市

町村の教育委員会は，あらかじめ，第 29 条に規定する公民館運営審議会の意見を聞かな

ければならない。」を彷彿とさせるが，館長のみならず主事にまで広げた点で，より徹底

していると言えよう。 

 また，公民館運営審議会とは別に，規則第８条「教育委員会は，公民館の活動を助長し，

事業の推進を積極的に図るため，館長の内申に基づき公民館協力委員を置くことができ

る。」とある。公民館協力委員の定数は教育委員会が館長と協議し公民館ごとに定めると

なっているが，主に自治会長が就任するという。自治会との強いつながりの基盤となって

いる。 

 財政にも特徴がある。基本的な管理運営費，教育事業費は市からの交付金で賄っている

が，地区によっては「地区費」を公民館運営に活用している例もある。例えば木田公民館

では一世帯あたり年 450 円の公民館協力金という「地区費」を活用している4。 

 このように，公民館の基礎要件である職員，運営体制，財政において，行政が条例や規

則を定め，費用負担等の責任を果たす一方，地域住民の深い関わりを必須とする制度とな

っていることが分かる。 

                                                       
4 ただし，平成の大合併で福井市になった清水地区（旧清水町）には地区費が存在しないなど，地区によ

って事情は異なる。 
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（イ）事業 

 福井市の公民館教育事業は，平成 24 年度から「目的別（課題別）教育事業」として実

施している。特に重要な教育事業として，家庭教育（家庭教育の支援のための学習），少

年教育（青少年の健全育成のための学習），青年教育（若者の地域社会への参画を促すた

めの学習），福井学（郷土「福井」を再認識するための学習），地域課題解決（健康・長寿

社会の実現，男女共同参画・多文化共生社会，地域情報ネットワーク，環境意識，防犯・

防災，社会貢献・ボランティア，地域づくりの人材育成，伝統文化の伝承・発展，等）の

５区分があり，これらは地区館の必須事業となっている5。例えば，平成 29 年度の木田公

民館では，家庭教育については「あんだんて」，少年教育については「木田っ子クラブ」，

青年教育については「青年教育学級」，福井学（郷土学習）については「木田ちそ等の伝

統野菜栽培」，地域課題解決については「木田大学（健康・長寿社会の実現）」「男の料理

（男女共同参画）」「フルール（社会貢献・ボランティア）」「The Kida Otona 倶楽部（地

域づくりの人材育成）」などが実施されている6。 

 これらの必須事業とは別に，公民館を活動拠点として自主的・自発的に学習するグルー

プ「公民館自主グループ」の支援も行っている。公民館自主グループの認定は公民館運営

審議会に諮っている。認定されたグループは公民館使用料の減免措置を受けられる。 

 さらに，公民館は地域の様々な活動の拠点となっており，防災訓練や公民館まつりなど

の地区事業，子育て支援事業のほか，公民館長を支部長とする市民憲章推進協議会支部の

事業（健康増進，美化，文化教養等）も実施されている。 

 

ウ 市域での公民館支援 

 公民館，とりわけ地区館を支援する組織として，教育委員会の生涯学習室7と中央公民

館がある。 
 
（ア）生涯学習室 

 生涯学習室には 18 名の職員が配置され，そのうち８名が公民館担当である。公民館に

かかる生涯学習室の役割は，公民館の管理・運営（施設修繕，メンテナンス），人事管理，

教育事業支援である。マニュアル『公民館の手引き』も作成している。 
 福井市の公民館は８ブロックに分割されており，８名の公民館担当各自が一つのブロ

ックを受け持っている。ブロックごとに，各館で取り組んでいる公民館活動について情報

交換・共有化を進めるブロック研修も実施されている。 
 
（イ）中央公民館と市公連・運審連 

 中央公民館は，専任非常勤館長，市職員の副館長，社会教育指導員４名，非常勤主事７

名，管理人１名の 14 名体制である。社会教育指導員は中央公民館にのみ置かれている職

                                                       
5 平成 30 年度までは，申請によって取り組む教育事業（市民 IT 事業や青年グループ活性化事業など）も

あったが，財政再建のため平成 31 年度には廃止されている。 
6 各取組の詳細は，福井市木田公民館『木田 平成 29 年度活動の記録』（2018 年７月）を参照のこと。 
7 平成 22 年に福井市教育委員会の生涯学習課は生涯学習室となったが，平成 31 年に再び生涯学習課に戻

っている。本稿ではヒアリング時（平成 31 年３月）の組織名称である生涯学習室で記載する。 
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で，地区館やブロック会に訪問・参加して，各館の指導・相談に応じるなどの支援を行っ

ている。 

 中央公民館は，独自の社会教育事業として全市民を対象とした事業「ふくい中央みらい

カレッジ」（福井学コース，いきいきコース，青少年コース，IT 学習コース）の企画・運

営を行っているほか，地区公民館と連携した講座も開設している。また，生涯学習室と共

に広報紙『福井市の公民館』やメールマガジン発信事業も行っている。『福井市の公民館』

は，中央公民館の公民館運営審議会から，生涯学習情報の収集・発信の一環として，地区

公民館の特色ある活動事例を収集した「福井市公民館だより（仮称）」を発刊すべきであ

るとの提言を受け，平成 27 年２月から年３回（２月，６月，10 月），各回３～４館の活

動を紹介している（冊子の他，中央公民館のウェブサイト内でも閲覧可能）。 

 さらに，中央公民館では，昭和 35 年結成の福井市公民館連絡協議会（市公連），昭和 44

年発足の福井市公民館運営審議会連絡会（運審連）の二つの事務局を受け持っている8。

市公連は「公民館相互の連絡提携と公民館職員の資質向上を図ると共に親睦を深め，もっ

て社会教育の進展に寄与する」（会則第１条）ことを目的とする組織であり，一方の運審

連は「福井市の公民館運営審議会委員をもって組織し，相互の連絡を緊密にし，福井市公

民館活動の推進となり堅実かつ強力な進展を図る」（規約第１条）ことを目的としている。

市公連，運審連共に，総会のほか，それぞれ正副会長会や役員会，理事会が年間を通して

開催されているが，市公連・運審連合同の正副会長会や役員会も年複数回開催されている。

これらの組織で行っている事業の一つが研修である。市公連では研修委員会を中心とし

て福井市公民館研究集会を毎年実施しており，運審連も年１回総会とあわせた研修会な

ど随時研修を行っている。市公連・運審連の共催でブロック別合同研修会も各ブロック年

１回開催されている。市公連・運審連とも，個人会費，公民館負担金，市補助金を主たる

収入として事業が実施されている。 

 

エ 福井市の公民館の現状認識及び課題 

 確固たる仕組みを有している印象を持つ福井市の公民館であるが，課題も存在する。他

市同様，地域活動の担い手が高齢化しており新しい人がなかなか増えないこと，小・中学

生との関わりはできているが高校生になると参加しなくなること，若者の参加を推進す

るために企画立ち上げ段階から関与する仕組みを整えること，という課題は福井市にも

ある。また，公民館職員は平成 31 年度まで非常勤特別職という位置付けだが，令和２年

度から会計年度任用職員制度が導入されるため，その対応も喫緊で必要である。 

 様々ある課題の中でも，特に印象的だったのは，「公私の境目が曖昧な状況で仕事を引

き受けてきた人々が辞めた後，引き継ぐ人が見つかるか心配である」という話である。こ

れは，公民館が地域の核となり盛んな活動が行われているが故の悩みであろう。市の依頼

にも地域のニーズにも応えてきたが故に業務量が膨大になっており，公民館がどこまで

担うべきか整理が必要とのことであった9。              （山本 珠美） 

                                                       
8 市公連，運審連について，詳細は福井市公民館連絡協議会『福井市公民館五十年誌―市公連五十年記念

事業―』（2011 年）を参照のこと。なお，市公連ではこれまでに『二十年誌』（1980 年），『三十年誌』

（1990 年），『四十四年誌』（2004 年）も刊行している。 
9 この点については，平成 22 年３月に出された福井市・福井市教育委員会「地域コミュニティ機能保
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（５）県域での公民館支援について～福井県公民館連合会の事例～ 

 

 県域の全自治体が加盟する福井県公連では，独自制度として研修専門委員会や広報

委員会を設置し，様々な研修等の企画・運営を実現している好事例である。また，これ

ら委員を県内公民館職員が担うことにより，自分事としての活動を喚起し，研修内容の

必然性を高める効果をもたらしている。 

 

ア 県域での公民館支援～都道府県教育庁と県公連～ 

 公民館と都道府県との関係は，市町村との関係とは大きく異なる。社会教育法第 21 条

「公民館は，市町村が設置する。」という規定のため，都道府県が公民館を設置すること

はない。しかし，例えば，同法第６条の都道府県教育委員会の事務として「公民館及び図

書館の設置及び管理に関し，必要な指導及び調査を行うこと。」，あるいは，同法第 23 条

第２項の公民館の基準に関して「文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は，市町村の設

置する公民館が前項の基準に従って設置され及び運営されるように，当該市町村に対し，

指導，助言その他の援助に努めるものとする。」とあるように，市町村への指導や助言等

を行うことが規定されている。さらに，同法第 28 条の２の公民館職員の研修に関しても，

第９条の６の規定を準用することとされている（第９条の６「社会教育主事及び社会教育

主事補の研修は，任命権者が行うもののほか，文部科学大臣及び都道府県が行う。」）。こ

のように都道府県も公民館に対して一定の役割を担うことが期待されている。 

 ところで，静岡県，三重県，滋賀県，大阪府を除く 43 都道府県には当該エリア内の公

民館を束ねる連絡組織として福井県公民館連合会（以下，県公連）が存在する。その事務

局は都道府県教育庁（教育委員会事務局）の生涯学習課等，あるいは都道府県立の生涯学

習センター等に置かれている例が多い（そのほか，市町村に置かれている例もある）。県

公連と都道府県教育庁との関わりは一律ではないが，県公連が市町村の公民館を支援す

る例も散見される。 

 これら県公連の実態は，十分に語られてきたとは言い難い。全国公民館連合会が発刊し

ている『月刊公民館』では，各公民館の取組こそ数多く紹介されているものの，県公連に

ついては近年ほとんど取り上げられていない10。しかし，県公連の中には，市町村の公民

館を支援する独自の取組が散見される。一例として，北海道公民館協会では平成 28 年度

に専門部会として「首長部会」を設立し，市町村長等を対象に社会教育に係る研修を実施

している。これは，平成 27 年４月の教育委員会制度改正により首長が教育長，教育委員

と共に教育に関する重要事項について協議する総合教育会議が発足したことを受けて始

                                                       
持・活性化のための支援について」の中で，「課題 1 地域住民からの大きな期待を担い，公民館が応え

ていくなかで，業務が際限なく拡大するのではないかという疑問があり，またそれぞれの公民館で業務

に対する捉え方が異なっていることから，公民館の果たすべき役割，具体的業務は何かを明確にする必

要がある。」等として指摘されている点である（p.27）。同文書では，解決策として公民館はコーディネ

ーター役として地域の活動の支援及び連絡調整を行うこと等が示されているが，それが十分に解消され

ているわけではないことが窺える。 
10 例えば，『月刊公民館』2012 年 8 月号の特集「いま，北海道の公民館がアツイ！」の中で北海道公民館

協会（道公協）について触れられてはいるものの，道公協の活動そのものについて詳しく紹介されてい

るわけではない。 
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まったものであるが11，多様な主体との連携がうたわれる中，首長の公民館に関する理解

を深め，首長部局の取組と公民館活動とをつなげるための意欲的な取組である。また，岡

山県公民館連合会では，県内の特色ある公民館活動事例を広める目的で，平成 29 年度か

ら「講座アワード」を実施している。「講座アワード」に応募したい県内の公民館は，自

館の特色ある講座についてＡ４サイズ一枚にまとめてエントリーする。その中から公民

館職員が公民館講座として優れていると思われる取組に投票し，グランプリ，準グランプ

リ，第３位を決める。投票は順位を決めることが目的なのではなく，様々な公民館が思案

の末に実施した講座を他館の職員が比較検討することを通して，今後の自館の取組に生

かしていくことにある12。 

 各公民館，あるいは市町村の努力とは別に，都道府県あるいは県公連の支援も，公民館

活性化のためには欠かせない。 

 

イ 福井県教育庁と福井県公民館連合会 

（ア）福井県教育庁 

 福井県教育委員会が定めた『福井県教育振興基本計画（平成 27～31 年度）』では，公民

館は 10 ある方針のうちの「方針８：生涯にわたる学びを地域活動につなげる仕組みづく

りの推進」の「（１）学びをコーディネートするシステムの構築と地域活動の促進」の項

目に，社会教育団体の地域活動を促進して組織の活性化をはかる拠点として出てくる

（p.52）。しかしながら，県による公民館振興の取組は，①県公連へ 32 万円の拠出金を提

供，②県公連の理事会等にオブザーバーとして参加，の２点であり，その他公民館に対す

る特別な支援はしていないとのことである。職員研修に関しても，人権教育は行っている

が，特に公民館職員を対象としているわけではない。 

 『記録資料・福井県公民館連合会 10 年のあゆみ（平成 12 年～平成 22 年の記録）』によ

れば，かつて平成 17 年３月に「福井県公民館活動活性化指針」が策定され，地域コミュ

ニティ形成に向けた住民主体の活動拠点としての機能を高める県の事業が取り組まれた

こともあったようである13。しかし，現在では県域での公民館支援は福井県公連が中心に

なって取り組まれている。 

 

（イ）福井県公民館連合会 

・沿革 

 昭和 25 年５月１日，当初は福井県公民館連絡協議会という名称で発足した。事務局は

県教委社会教育課に置かれ，同年 11 月には第１回福井県公民館大会が開催された。事業

の増加により，昭和 39 年４月には事務局を独立させ，事務局体制を確立した（事務局は

県立図書館内）。昭和 43 年７月の第 19 回福井県公民館大会にて，公民館の充実を図るた

                                                       
11 川上満「首長部会と公民館のやくわり」，『道公協広報 リサーチ』第 125 号，平成 28 年 12 月 22 日，

p.1。 
12 岡山県公民館連合会の講座アワードについて，詳しくは，『岡山の公民館』No.58（平成 30 年 3月発

行）及び同 No.59（平成 31 年 3月発行）を参照されたい。 
13 福井県公民館連合会事務局編『記録資料・福井県公民館連合会 10 年のあゆみ（平成 12 年～平成 22 年

の記録）』福井県公民館連合会，2011 年。pp.39-50。 
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め，従来の連絡協議会を改めて福井県公民館連合会となった。事務局はその後２度移転し

たが，平成７年６月に福井県生活学習館（ユー・アイふくい）が建設されると，連合婦人

会や子供会育成連合会，県PTA連合会等と共に，同館に事務局が開設されることとなった14。 

・組織体制と予算 

 「県内公民館相互の連絡提携と公民館活動の振興発展をはかり，もって社会教育の推進

と文化の発展に寄与すること」（会則第３条）を目的とする福井県公連は，「福井県内各市

町が設置する公民館及び同じ目的で活動する生涯学習施設をもって組織する」団体であ

る（会則第５条）。現在，公民館がコミュニティセンター化した坂井市を含め，福井県内

の全ての自治体が加盟している。これまで県公連脱退の意思表明をした自治体はないと

いう。 

 県公連は会則第６条により，任期２箇年の役員として会長１名，副会長４名，監事２名，

理事若干名（平成30年度は18名／14ある地区公民館連絡協議会から館数に応じて選出），

総会のみ参集の評議員若干名（同 47 名／全市町から館数に応じて選出）が置かれること

になっている。年１回の定期総会のほか，正副会長会（平成 29 年度実績で５回），理事会

（同３回），研修専門委員会（同５回）が中心となって，県公連の運営を担っている（研

修専門委員会については後述）。また，会則第 11 条により置かれる事務局には，非常勤事

務局長と常勤事務局員の２名が置かれている。いずれも県公連が独自に雇用しており，県

職員との兼務ではない。 

 県公連の収入は総額 687 万 8 千円，その内訳は額の多い順に会費（市町負担金）489 万

2 千円，大会等参加費（セミナー，公民館大会）97 万円，県補助金 32 万円，等となって

いる。主たる収入源の会費（市町負担金）は，市町の人口及び公民館数で決定しており，

例えば人口，館数共に最も多い福井市が 148 万円となっている（以下，坂井市 56 万 3500

円，越前市 48 万 3 千円，等）。この収入から職員の人件費や研修事業費，公民館大会等の

振興事業費，等々を賄っている15。 

・取組 

 福井県公連では，主に三つの取組を行っている。 

 一つ目は研修事業で，「公民館セミナー」と「公民館大会」の実施である。平成２年度

にはじまり平成 30 年度で第 29 回を数えた「公民館セミナー」は，公民館等職員 80～100

名を対象に，公民館等の機能充実に役立つ内容についての研修であり，また県内公民館等

職員が交流する場となっている。平成６年度以降，前期は１泊２日の宿泊研修，後期は一

日研修という形で実施しているが，北陸エリアで宿泊を伴う研修を行っているのは福井

県のみとのことである。このことについて，『記録資料・福井県公民館連合会 10 年のあゆ

み（平成 12 年～平成 22 年の記録）』は「途切れることなく前期の一泊研修，後期の一日

研修を例年開催してきたが，行政予算の削減が続く中，毎年県内全域の多くの参加者とと

もに大きな研修を継続してこられた理由のひとつには，このセミナーが他所からの押し

付けではなく，現場職員で形成する研修専門委員会とともに，県内公民館の日々直面する

                                                       
14 福井県公民館 50 周年誌編集委員会編『福井県公民館 50 周年誌：県公連創立 50 周年記念』福井県公民

館連合会，2000 年，pp.4-5。 
15 福井県公民館連合会『平成 30 年度総会資料』2018 年，pp.13-15。 
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今日的課題に向き合う研修を本会自らが企画，運営してきたものであることがあげられ

よう。」と述べている16。もう一方の「公民館大会」は昭和 25 年に第１回が開催されて以

降，毎年実施されているもので，県内の公民館等職員，運営審議会委員等，毎年役 300 名

が参加している。公民館が社会教育法により法制化された直後に始まった大会が，70 年

近くもの長きにわたり継続していることは，特筆すべきことであろう。 

 ところで，研修事業実施にあたり欠かせないのが研修専門委員会である。これは「本会

の重要な事業である研修セミナーの持ち方，内容についても見直しが求められ，新たに研

修専門委員会を発足させ，参加型学習の充実や，現代的課題を中心とした事業の展開に力

を注いでいく」17として，平成８年度に発足した。公民館主事計 15 名（福井市２名，他の

各市町地区から１名）で構成されている。県公連副会長１名を参与とし，委員長１名，副

委員長２名は委員の互選である。研修専門委員会に関する内規には，「研修事業の内容運

営について検討し，理事会に委員長並びに副委員長が理事として参加し報告提案する」と

ある。同委員会が研修の企画主体となっており，県公連の中でも重要な役割を担っている。 

 二つ目は広報である。県公連広報紙『こうれんふくい』（カラー６～８頁程度）を年２

回発行，県公連事業の報告や県内公民館等の活動紹介を掲載している。編集は３名の委員

からなる広報紙委員会が担っている（広報紙委員会は年４回程度開催）。また，ウェブサ

イト，SNS による情報発信も随時行っている。 

 三つ目は表彰事業である。勤続 10 年以上の在職者，又は勤続５年以上で特に功績顕著

な者に対し表彰を行う「福井県公民館連合会表彰」と，公民館等が発行する魅力ある広報

紙を表彰する「福井県公民館広報紙コンクール」を実施している。後者の広報紙コンクー

ルは昭和 60 年度に始まったもので，審査は福井新聞社編集局の協力のもとに行われてい

る。いずれも，公民館大会にて表彰式を実施している。 

 以上，福井県公民館連合会の取組を概観した。特別なことを行っているというよりは，

むしろオーソドックスな取組を確実に実行していると言って良いだろうが，組織体制が

強固であることと，研修専門委員会による研修事業の実施が，特に印象に残った。 

（山本 珠美） 

  

                                                       
16 注 13 前掲書，p.24。 
17 注 14 前掲書，p.5。 
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３ 事例調査のまとめ 

 

（１）各事例調査報告の概略 

 事例調査報告で紹介した各事例は，公民館や団体等が，それぞれの地域が置かれている

状況や地域の特性に鑑み，直面する課題の解決のために必要な地域の社会資源と連携し

ながら，創意工夫を重ねて住民とともに地域課題に向き合っているところに学ぶべき点

がある。 

 一つ目の秋田県北秋田郡上小阿仁村公民館（上小阿仁村生涯学習センター）の事例でま

ず着目したい点は，社会教育中期計画における村民目標に「公民館事業に積極的に参加し

ます」と明記するなど，教育施策の中核に公民館活動を位置付けていることが挙げられる。

それは，村教育委員会事務局の職員が（公民館）主事を兼ねて常駐しているため，住民や

地域のニーズに直接触れることができ，迅速にかつ的確・適切な教育行政施策を展開でき

ていることからも，その本気度がうかがえる。 

 また，「かみこあに大学」事業がそうであるように，各世代における教育・学習機会の

成果を，公民館が意図的に世代間交流の場を設けて地域全体に還元している点にも着目

したい。社会教育中期計画で掲げる理念の具現化に向けて，目的手段合理性を重視しつつ

も，村民の主体性を損なうことなく自己有用感を高めながら生涯学習の支援を行うなど，

公民館事業の構造化が図られている。 

 二つ目の広島市古田公民館の事例では，学校教育側からの支援要請を地域の住民・団体

の学習機会と捉え，組織化の援助，取組に対する多様な支援方策を展開している点に着目

したい。地域住民の願い（※まちに残り続けてもらいたい）の対象である中学生も参画者

に据えたプロジェクトを立ち上げるなど，住民が一丸となってまちの魅力化や課題の解

決に資する活動に主体的に取り組むことのできる環境を整えている。 

 加えて，事業の企画や運営に際して，公民館主事はもとより，事業ボランティアによっ

て，中学生の想いを形にするための支援や地域の団体など，地域の社会資源の組織化が行

われるなど，中間支援人材ともいえるサポーターの存在にも着目したい。また，公民館で

は，それらサポーターを公民館講座において養成するなど，個々の事業が一過性のものと

ならぬよう，学びの循環を意識し，人づくりと地域づくりを一体的に進めている。 

 三つ目の広島県府中市国府公民館の事例では，館長が小学校の学校運営協議会の一員

として参画することで，公民館が，学校の教育課程上必要とする人材を中心に，地域にお

ける社会資源の掘り起こしの役割を担ったり，逆に，学校行事と公民館事業を一体化し，

その中で子供たちの活躍の場を設けたりするなどして，コミュニティ・スクールの取組を

きっかけに学校教育と社会教育の連携を推し進め，「地域の課題解決に取り組む人材の育

成」に取り組んでいた。学校運営協議会における地域への要望事項を社会の要請と捉え，

社会教育施設である公民館が地域住民の学習課題に昇華させる流れは，参考にすべき点

である。 

 また，学校主体ではあるが，ここでも，前述の古田公民館同様，社会教育主事有資格者

である公民館の活動支援員により，地域住民の社会参画に資するコーディネート機能も

発揮されていることも見逃せない。 
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 最後は，公民館支援を視点に，福井市及び福井県の行政及び公民館支援団体にヒアリン

グを実施している。事例調査に協力いただいた福井市及び福井県における公民館の支援

について共通する点は，強固な体制整備がなされていることであろう。福井市では，福井

市の条例や規則等で公民館活動が制度化され，独自制度である公民館協力委員制度のほ

か，従来組織である公民館運営審議会等のそれぞれの役割が明確化され，独自の研修機会

を通じて地域の実態に即した活動につなげている様子がうかがえた。 

 翻って，県域では県行政の関わりは最小限にとどまる一方で，福井県公民館連合会の運

営体制が，また，県域の公民館主事が，県公連事業に委員会として，あるいは参加者とし

て関わりを持っていることが特徴として挙げられ，自分事として活動に従事している様

子がうかがえた。 

（郡谷 寿英） 

 

（２）事例調査から見えること 

 以上，ヒアリングを行った個別館及び行政と関係団体の事例について，その概略をまと

めた。「地方創生」という大きな命題に対して公民館はいかにして迫るべきか，人生 100

年時代を迎える今，公民館は，どう地域課題に相対し「地域づくり」を進めていくべきか

が垣間見られる事例であった。いずれの事例にも共通していたのは，人が活躍できる体制

づくりに特徴を有していることである。 

 公民館発足から 70 年。寺中作雄の提言に思いを馳せ，さらに社会教育法第 20 条の「公

民館の目的」に立ち返ってみると，「市町村その他一定区域内の住民」のために存在して

いる公民館が，地域課題をどう捉え，整理し，プログラム化していくのか，また，そのた

めに「学んだ成果を地域社会に還元」する自治能力をもった住民をいかにして育んでいく

かが，今，改めて問われている。 

 公民館の事業には四つの構造があり，啓発・広報活動の【第一構造】，学習機会の提供

の【第二構造】，住民の自主的な活動（サークルなど）を援助する【第三構造】，そして，

表現・連帯活動を援助する【第四構造】で整理できる。この【第四構造】こそが，公民館

本来の機能を発揮する段階であり，住民が学習した成果を自己のものとしてとどめるだ

けではなく，サークル仲間や他の団体と手を携え，表現・連帯活動しながら地域に返し，

反映させていこうとする活動となる。 

 初めは個人の興味関心で始めたサークル等の活動が，地域の社会福祉や安全・安心，防

災・減災に資するボランティア活動などへと発展していく。そうしたビジョンをもって，

また，住民がそのようになる道筋を想定して事業を画策することが，「地方創生」下にお

いては，公民館に求められているのではないだろうか。 

 今回，調査を行ったヒアリング先では，テーマや取り扱っている地域課題は異なるが，

多様なかたちで人を核とした地域づくりが進められていた。公民館が「人（住民）を育て，

まちづくりを進めている拠点」であることを，改めて確認させていただくとともに，それ

ぞれの事例が，本調査研究のテーマである「地方創生」に真っ向から立ち向かっている事

例であったことを申し添えたい。 

（神崎 節生） 
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第４章 
社会教育施設「公⺠館」への期待 

（まとめ） 

 



 
 

第４章 社会教育施設「公民館」への期待（まとめ） 

 

はじめに 

 

 行政が関与する社会教育や公民館については，このかんずっと，その存在意義について

の問いかけが続いている。「このかん」とは，どういう期間かといえば，50 年くらいは優

に超えると考えることができるであろう。公民館の「関係者」なら，どういう問いかけが

あったかについては，是非知っておいていただきたい内容を多分に含んでいるが，行政職

員であれば，知識を蓄積するに十分な時間を職務時間以外に確保することが難しいこと

もまた事実であろう。 

 存在意義についての問いかけに，様々な制度上の課題・影響も含め「関係者」からの有

効な声が上がりにくく，今や行政が関与する社会教育や公民館は，「限界制度」として「存

続危機」に陥り，「絶滅危惧制度」や「絶滅危惧施設」との位置付けもなされているかの

ようである。 

 

１ 社会教育施設というもの・公民館というもの 

 

 いささか迂遠であろうが，社会教育施設を考える際には，教育の機関であるという前提，

さらには社会教育の機関であるという前提，そして具体的な教育が展開される社会教育

施設ということを意識することが，まず求められることであろう。その際には，生涯学習

と社会教育の異同，生涯学習支援と社会教育の異同という点を留意すべきであろう。 

 単純な言い方をすれば，社会教育施設とは，ある価値的な行為がなされる場だというこ

とである。社会教育施設は，全く価値中立的には存在し得ない。しかし，それは特定の価

値を信奉するとか，その価値を普及しようとするものではなく，価値自体を検討の対象と

する存在であるということであって，教育の中立性の尊重という近代公教育の基本原理

に沿ったことなのである。「価値」ということについての理解・認識がないまま，他者に

働きかけるということは，逆に極めて危険だとも言えよう。 

 ところで，公民館についての議論をする時，公民館なるものの構想当初へ立ち戻って考

えるのか，現在必要な施設という観点から考えるのか，ということの検討は重要なことで

あろう。理念としての公民館と，現実の存在としての公民館と，どちらの観点で考えるの

かということである。 

 第二次大戦敗戦後の状況の中で構想された公民館という施設のありようが理念として

の公民館ということになるが，現在の社会状況の中で求められる施設像が異なっていて

も何の不思議もないことである。公民館が先で社会が後なのではなく，社会状況が先で，

そこでの必要性から公民館が後に出てくる，ということなのである。そのことを理解しつ

つ，公民館の存在についての検討がなされなくてはならないのであろう。 

 

２ 地域施設と教育施設 

 

 公民館は地域施設であるのか，教育施設・社会教育施設であるのか，という問いは重要
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な問いである。 

 地域施設という発想と教育施設・社会教育施設という発想の違いは何であるのか。行き

着くところは，「価値」の問題にどう対応するかということであろう。社会教育の領域で

使われてきた別な表現を使えば，要求課題に対応するか，必要課題に対応するかというこ

とである。地域住民の生活の中での様々な要求に対応するための地域施設であるのか，必

要課題を見極め，それに対応する活動をする教育施設・社会教育施設であるのかというこ

とである。 

 いや，公民館の理念からいけば「どっちも」なのであろうが，今日では，地域施設とい

う発想が強くなり，教育施設・社会教育施設という考え方が後退してきていると考えるこ

とができるのであろう。現在必要とされる施設は，地域施設であって，教育施設・社会教

育施設ではないという状況があると考えられる。 

 ところで，社会教育施設という場合と，生涯学習施設ないしは生涯学習支援施設という

場合の違いはどこに求められるのかというと，「価値」の問題への向き合い方ということ

であろう。生涯学習施設ないしは生涯学習支援施設は，要求課題に対応する地域施設とし

て位置付けられるということであろう。 

 このように考えてくると，公民館は，理念としては教育施設・社会教育施設として位置

付けられるものの，現実としては，地域施設・生涯学習施設ないしは生涯学習支援施設と

見なされているということなのである。 

 

３ 調査結果を見てみると 

 

 今回実施した調査について，各章での検討とは別に，再度観点を変えて検討してみよう。 

 

（１）質問紙調査から 

ア 都道府県調査 

 都道府県調査からは，各種の計画に公民館が位置付けられているか，公民館の活用に関

する計画が明示されているかという点では，きわめて心許ない状況であることが明らか

になっている。もちろん公民館の設置そのものについては市町村の事務ではあるが，都道

府県もその振興には，大きな働きが期待されているところである。 

 都道府県レベルの社会教育委員会議等が公民館振興に関する答申を出していたり，公

民館に関する調査研究も実施されたりしているという結果も明らかになっている。それ

が多くの県でなされるような方策を検討していくことが必要なのであろう。 

 教育委員会だけでなく，地方創生担当部局に対して，社会教育・公民館の役割に関する

情報提供をこれまで以上に濃密に実施し，その有用性に関する理解を広げることが求め

られているということなのであろう。 

イ 指定都市・市町村調査 

 指定都市・市町村調査においても，首長部局つまりは地方創生担当部局に対して理解を

広げるような手立てが必要であるという，都道府県調査で明らかになったことは，大筋同

様である。なるほど，市町村では，さまざまな計画に公民館への言及が見られる頻度は高

くなってはいるが，逆に，首長部局にどれほど理解を広げることに注力しているかが問わ
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れるということになろう。 

 公民館運営審議会の審議題として，「まちづくりの拠点」としてのあり方が，「事業・講

座関係」に量的に迫るものだという結果は，公民館と地方創生の関係を考えた場合，当然

のことでもあり，また，安心できる結果でもあった。「まちづくりの拠点」として，学習・

教育を介在させた地域施設として公民館の存在を，これまで以上に強調していくことが

求められるのであろう。 

 なお，「地域運営組織」に関するデータは，現時点ではどのように解釈すればいいかは，

なかなか困難であるが，公民館の役割・公民館運営審議会の役割と関連させて検討を進め

るべきことであろう。公民館運営審議会が担ってきた役割なのかもしれないことを社会

教育関係者は，キチンと説明できるようでなければならないのであろう。 

ウ 公民館調査 

 公民館調査からは，特段注目すべき結果が得られてはいないと言えそうである。これは，

すでに公民館調査の解説において述べられているように，近年，政策的に使用されるよう

になった「地方創生」という用語と，社会教育・公民館の領域で使用されてきた「地域づ

くり」という用語の「イメージ」の問題，縦割り行政の問題ということと無縁ではなかろ

う。公民館の活動は，すべて地方創生の活動なのだ・活動であるべきだということも可能

であり，そのことの理解を関係者が改めて確認すべきであるということが示されている，

と考えればいいのであろう。 

 

（２）事例調査から 

 事例調査からは，おおよそ，次のようなことを確認することができたと考えられる。 

 公民館の活動や組織は，個別に多様であること。したがって，学習課題や学習の成果に

ついては一様に提起したり一様な尺度で把握したりすることは困難であること。しかし，

県単位では一定のパターンが見られることもあり，県内での連携・協力が可能であり，県

単位の活動が重要な役割を演じるものであるという認識が必要であろう。 

 

４ 公民館の多様性：公民館はわからない 

 

 注目点は異なるものの，今回の調査と同様な調査は過去にも存在している。残念ながら，

そのどれもが示しているデータを見ても，これで「公民館がわかった」というようにはな

らない。 

 それは，某歌謡曲ではないが，「これも公民館，あれも公民館」とか，「人生いろいろ，

公民館もいろいろ」という状況があるからなのであろう。 

 公民館は多様である。その，地域の状況も歴史的経緯も多様である。公民館は教育機能

も備えた地域施設として考えられ，教育施設・社会教育施設して「純化」する過程をたど

り，現在に至った存在である。その「発展」の歴史の中で，多様な存在として現在に至っ

ているのである。この多様性こそが，公民館の特質・本質なのだということを考えていい

のかもしれない。制度的な制約や，国主導の支援の動きなどもあるし，公民館（職員・住

民）独自の発想での工夫，連携した動きもある。公民館が多様だということは，それぞれ

の設置自治体が，その多様性を許容してきたということでもある。このことの重要性を認
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識しておいた方がいいのであろう。 

 公民館をめぐってはさまざまな立場がある。衰退する公民館を守れ，公民館はいいのも

のだからという主張もある。繰り返しになるが，それは，理念先行の発想である。一方，

こういう役割・機能を持った施設が必要だ，それは公民館といわれてきたものであったの

だという考え方もある。現実から出発し，歴史から学んで現実を見直すということである。 

 いずれにしても，簡単に「公民館がわかった」などと口にすることは到底できないこと

だと理解したいものである。 

 公民館が日本を救う，などと誇大妄想はしないが，よく考えれば，公民館ができること

は，少なくはないのである。 

 

 

おわりに 

 

 公民館を理解するには，キチンと歴史を勉強することが必要である。社会教育は多様な

存在様態があるので，先入観を拝して虚心坦懐に学ぶことが必要である。そうすると，公

民館もなかなか捨てたものではない，「絶滅危惧施設」にしておいては惜しい，というこ

とを理解できる人が多くなり，再生・復活することも可能になるのだろう。ただし，その

公民館は，当然，構想当初の公民館とは同一ではないはずだ。役割・機能が十分考えられ，

制度的な位置付けも検討され，人間の営みをその自律・成長と関連させながら支援するた

めの施設として，どのような工夫が必要かを考えることである。それを考える場が公民館

であるといい。 

 国立教育政策研究所社会教育実践研究センター（以下，社研）による，都道府県の社会

教育主事・社会教育関係者に関する研修の充実，加えて国レベルの職員に関しても，公民

館に関する情報提供を十分に行うことが必要になっていると考えられる。公民館を設置

する市町村の職員だけではなく，その職員を日常的に支える都道府県の職員の研修であ

る。これは，社研の専門職員の資質向上とも密接に関わりあうことでもあり，相互の切磋

琢磨が期待されるところである。 

（鈴木 眞理） 

 

［参考文献］ 
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概論ハンドブック』2005 年, pp.101-106. 
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平成 30年度 地方創生の拠点としての公民館に関する調査（回答要領） 

国立教育政策研究所社会教育実践研究センター

１ 目的 

公民館を取り巻く最新の状況を質問紙調査等によって実態を把握するとともに，公民館の新たな役割・

可能性について調査研究を実施し地域の未来を担うこれからの公民館像について提言することを目的に

実施する。 

２ 本調査における「『地方創生』のための活動」の定義 

 公民館の従来の役割である「地域住民の学習拠点や，交流の場」に加え，「地域活性化・まちづくり

の拠点，地域の防災拠点など」の役割を踏まえた「地域課題解決」に資する活動等全般を「『地方創生』

のための活動」とする。 

３ 調査実施の概要 

対象 配付数 関係文書

１ 都道府県教育委員会 47 自治体 各都道府県・指定都市教育委員会宛依頼文書

別紙１（回答要領：本紙）

別紙２（都道府県教育委員会用調査票）

２－１ 指定都市教育委員会 20 自治体 各都道府県・指定都市教育委員会宛依頼文書

別紙１（回答要領：本紙）

別紙３（指定都市・市町村教育委員会用調査票）

２－２ 市町村教育委員会 1,664 自治体 別紙１（回答要領：本紙）

別紙３（指定都市・市町村教育委員会用調査票）

３ 公民館 14,171 館※ 別紙１（回答要領：本紙）

別紙４（公民館用調査票）※平成 27 年度社会教育統計より

※ 調査票の回収にあたっては，当センターが委託する業者が窓口となります（巻末参照）。

４ 調査依頼先への依頼事項 

Ａ．都道府県教育委員会への依頼事項 

① 都道府県用調査票（別紙２）に回答する作業

② 回答した都道府県用調査票を９月 28日（金）までに提出先メールアドレス（sv@pubrio.jp）

へ送信する作業 

※ 回答については件名と都道府県用調査票のファイル名を「【都道府県用調査票】○○県」とし，

送信ください（送信の際は，エクセルファイルを必ず添付してください）。 

③ 管内の市町村教育委員会（指定都市を除く）宛てに，調査票（別紙３：市町村用・別紙４：公民

館用）を転送する作業（メールの送受信が不可能な市町村がある場合につきましては，大変お手数

ですがいずれかの方法にて調査票ファイル（エクセル形式）を送付くださるようお願いします。） 

※ 市町村用及び公民館用調査票の取りまとめは必要ありません。

④ 管内の市町村教育委員会（指定都市を除く）の調査票への回答について，調査実施者の求めに応

じて進捗確認作業及び調査協力依頼 
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Ｂ．指定都市・市町村教育委員会への依頼事項 

① 指定都市・市町村教育委員会用調査票（別紙３）に回答する作業

② 回答した指定都市・市町村用調査票を９月 28 日（金）までに提出先メールアドレス

（sv@pubrio.jp）へ送信する作業 

※ 回答については件名とファイル名を「【指定都市・市町村用調査票】○○県○○市」とし，送信

ください（送信の際は，エクセルファイルを必ず添付してください）。 

③ 管内の公民館宛てに，調査票（別紙４：公民館用）を転送する作業（メールの送受信が不可能な

公民館がある場合につきましては，大変お手数ですがいずれかの方法にて調査票ファイル（エクセ

ル形式）を送付くださるようお願いします。） 

※ 市町村用及び公民館用調査票の取りまとめは必要ありません。

④ 管内の公民館の調査票への回答について，調査実施者の求めに応じて進捗確認作業及び調査協

力依頼（市町村教育委員会には，都道府県教育委員会を通じて御依頼します。） 

Ｃ．公民館への依頼事項 

① 公民館用調査票（別紙４）に回答する作業

② 回答した公民館用調査票を９月 28 日（金）までに提出先メールアドレス（sv@pubrio.jp）

へ送信する作業 

※ 回答については件名とファイル名を「【公民館用調査票】○○県○○市○○公民館」とし，送信

ください（送信の際は，エクセルファイルを必ず添付してください）。 

５ 本調査の流れ 

調査の実施に当たり，調査票の配布及び取集の系統は次のとおりとする。 

※図内，Ａ①～Ｃ②は「４ 調査依頼先への依頼事項」に対応します。
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Ｂ．指定都市・市町村教育委員会への依頼事項 

① 指定都市・市町村教育委員会用調査票（別紙３）に回答する作業

② 回答した指定都市・市町村用調査票を９月 28 日（金）までに提出先メールアドレス

（sv@pubrio.jp）へ送信する作業 

※ 回答については件名とファイル名を「【指定都市・市町村用調査票】○○県○○市」とし，送信

ください（送信の際は，エクセルファイルを必ず添付してください）。 

③ 管内の公民館宛てに，調査票（別紙４：公民館用）を転送する作業（メールの送受信が不可能な

公民館がある場合につきましては，大変お手数ですがいずれかの方法にて調査票ファイル（エクセ

ル形式）を送付くださるようお願いします。） 

※ 市町村用及び公民館用調査票の取りまとめは必要ありません。

④ 管内の公民館の調査票への回答について，調査実施者の求めに応じて進捗確認作業及び調査協

力依頼（市町村教育委員会には，都道府県教育委員会を通じて御依頼します。） 

Ｃ．公民館への依頼事項 

① 公民館用調査票（別紙４）に回答する作業

② 回答した公民館用調査票を９月 28 日（金）までに提出先メールアドレス（sv@pubrio.jp）

へ送信する作業 

※ 回答については件名とファイル名を「【公民館用調査票】○○県○○市○○公民館」とし，送信

ください（送信の際は，エクセルファイルを必ず添付してください）。 

５ 本調査の流れ 

調査の実施に当たり，調査票の配布及び取集の系統は次のとおりとする。 

※図内，Ａ①～Ｃ②は「４ 調査依頼先への依頼事項」に対応します。

６ 今後のスケジュール（予定） 

平成 30年度 

 ９月初旬

 ９月 28日

 10月～11月

平成 31年度 

 ４月～

 ３月～

質問紙調査依頼 

各調査票回答締め切り 

調査票集計・分析 

調査報告書執筆 

調査報告書取りまとめ・公表（都道府県教育委員会には冊子を送付） 

※留意点

 調査票の個票は精緻の実態把握に資するため，原則公開しません。

 各質問紙調査の結果は，今後の各地方自治体の政策・施策立案に資するため，都道府県別等にまと

め公開します。

 今後，本質問紙調査を元にヒアリング調査を実施する予定です。引き続きの御協力をお願いいたし

ます。

７ 本調査におけるお問い合わせ先 

本調査について，御不明な点，御判断に迷う点がございましたら，下記各担当まで御連絡ください。 

■本調査担当：調査票の項目や調査の流れについて

国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 担当 郡谷

TEL：03-3823-8684 ／ E-mail：shaken8@nier.go.jp

■調査協力（委託業者）：調査票への回答方法等技術的な質問について

株式会社パブリオ 担当 高橋

TEL：029-804-3353 ／ E-mail：info@pubrio.jp
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平成30年度　社会教育活動の実態に関する基本調査事業

地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究委員会
委員長　　　　鈴木　眞理（青山学院大学教育人間科学部教授）

国立教育政策研究所社会教育実践研究センター
センター長　　妹尾　　剛

＜記入の前にお読みください＞

・回答の基準日は，設問中に断りのない限り平成30年５月１日とします。
・回答は，都道府県教育委員会事務局の公民館事業担当者が御回答ください。
・回答頂いた内容は統計的に処理し，担当者名等，個人が特定される情報は，公表しません。
・都道府県別の個票については原則公開しません。
・頂いた回答について問い合わせることがあります。あらかじめ御了承ください。
・色付きのセルが回答欄です。セルの色については次の通りです。

…一覧から選択 …数値を入力 …記述 …回答不要

■ はじめに，貴自治体と回答いただく方について下記の内容をお書きください。

都道府県教育委員会用

地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究　調査票

自治体名

連絡先（E-mail）

担当者部署
担当者職名
担当者氏名
連絡先（TEL）
連絡先（FAX）

それでは，質問を始めます。よろしくお願いします。
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■ 貴自治体における公民館に関する施策についてお伺いします。
Q1.

項目
１．総合計画（地方自治体が策定する行政運営の総合的指針となる計画）
２．教育振興基本計画（教育基本法に基づく教育計画）
３．教育大綱（「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づく計画）
４．生涯学習推進計画等（生涯学習振興法に基づく計画）
５．社会教育計画等（社会教育法に基づく計画）※１

６．まち・ひと・しごと総合戦略等※２

７．その他（→Q1-SQ1へ）

Q1-SQ1.

Q2. 

Q3. 

Q3-SQ1.

記述欄（例：公民館基本計画等　※他に首長部局が策定した計画や指定管理者の各種計画があればお書きください。）

貴自治体では，平成29年度に，社会教育法第６条に基づく，公民館への支援・公民館の活用に資する振興事業（補助事業，研
修等）を実施しましたか。回答欄から当てはまるものを選択してください。

記述欄（例：公民館職員専門研修講座，地域まるごと活性化事業，資料・情報提供 等）

選択 選択 選択

名称

概要

過去10年間（平成20年以降）に，社会教育委員の会議や生涯学習審議会等において，公民館に関する答申，建議，提言等の提
出，あるいは調査研究を実施しましたか。その事例がありましたら，記述欄にその名称や機関名，内容についてお書きくださ
い。

回答欄回答欄回答欄

回答欄
選択

Q3で「１．実施した」と回答された自治体は以下の記述欄にその名称と概要をお書きください。

貴自治体には，現在，計画期間内の各種計画が個別に策定されていますか。ある場合は「○」を，ない場合は「×」をつけて
ください。また，「○」と回答した計画に，公民館の役割や位置づけ等が明示はありますか。ある場合は「○」を，ない場合
は「×」をつけてください。さらに，「○」をつけた計画のうち，今後各種計画の改定年度にあたり，明示される予定があれ
ば「○」を，ない場合は「×」を選択してください。

Q1で「７．その他」と回答された自治体は計画等の名称をお書きください。

（例）平成●●年度○○県生涯学習審議会 等

（例）平成●●年度○○県社会教育委員会議による建議 等

予定の有無公民館明示計画の有無

選択 選択 選択
選択選択選択

記述欄

選択選択選択
選択選択選択

選択
選択 選択 選択
選択 選択

※１．自治体によっては，生涯学習推進計画等の上位計画に本計画を含む場合もあります。その場合は当該上位計画で回答して
　　　ください。
※２．まち・ひと・しごと創生法に基づき，人口急減・超高齢化等の課題に対し、各地域が特徴を活かした自律的・持続的社会
　　　の創生を目指すための指針となる戦略・計画。アクションプラン等の名称の場合もある。

概　要

機関名

名　称

（例）平成●●年度公民館を通じたリーダー育成のための調査研究 等
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■ 貴自治体における公民館支援とその成果と課題についてお伺いします。 
Q4. 以下の設問について，それぞれ該当欄に回答してください。

①

②

※本調査における「『地方創生』のための活動」の定義（別紙１：回答要領より再掲）

Q4-SQ1.

■ 自由記述
Q5.

Q6. 本調査および調査票等に，御意見やお気付きの点等ございましたらお書きください。

項目
１．公民館運営支援に資する情報提供
２．公民館運営支援に資する各種相談
３．公民館運営支援に資する調査研究
４．公民館長研修
５．公民館職員研修
６．公民館に係るボランティア人材育成研修
７．公民館運営に資する補助金等支援
８．公民館事業関連の企画に対する助言
９．都道府県公連等への業務支援
10．その他（→Q4-SQ1へ）

質問は以上で終了です。御協力誠にありがとうございました。

記述欄

記述欄
今の公民館支援の在り方について，課題等ありましたら以下の記述欄にお書きください。

記述欄

選択

Q4で「10．その他」と回答された自治体は，以下の記述欄にその具体的な支援事例をお書きください。

回答欄

選択
選択
選択
選択

選択
選択

選択
選択
選択
選択
選択

②
地
方
創
生
の
取
組

①
実
施
の
有
無

選択
選択
選択

選択
選択
選択

平成29年度に，以下の項目に示すような「公民館支援」を実施していますか。実施したものに「○」を，実施しなかった
ものに「×」を選択してください。
上記，①で「○」と回答した項目のうち，「地域活性化・まちづくり」等，いわゆる「地方創生※」に資する内容を含んで
いれば，該当欄すべてに「○」を選択してください。

選択
選択

公民館の従来の役割である「地域住民の学習拠点や，交流の場」に加え，「地域活性化・まちづくりの拠点，地
域の防災拠点など」の役割を踏まえた「地域課題解決」に資する活動等全般を「『地方創生』のための活動」と
する。

― 76 ―



― 77 ―



　　　 　

　　　

― 78 ―



― 79 ―



　      

　　  

 

  

 

― 80 ―



― 81 ―



― 82 ―



― 83 ―



― 84 ―



― 85 ―



― 86 ―



― 87 ―



― 88 ―



― 89 ―



― 90 ―



平成30年度　社会教育活動の実態に関する基本調査事業

地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究委員会
委員長　　　　鈴木　眞理（青山学院大学教育人間科学部教授）

国立教育政策研究所社会教育実践研究センター
センター長　　妹尾　　剛

＜記入の前にお読みください＞

・回答の基準日は，設問中に断りのない限り平成30年５月１日とします。
・回答は，市町村教育委員会事務局の公民館事業担当者が御回答ください。
・回答頂いた内容は統計的に処理し，担当者名等，個人が特定される情報は，公表しません。
・市町村別の個票については原則公開しません。
・頂いた回答について問い合わせることがあります。あらかじめ御了承ください。
・色付きのセルが回答欄です。セルの色については次の通りです。

…一覧から選択 …数値を入力 …記述 …回答不要

■ はじめに，貴自治体と回答いただく方について下記の内容をお書きください。

指定都市・市町村教育委員会用

担当者部署

地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究　調査票

自治体名 （都道府県名） （市町村名） （区名）

担当者職名
担当者氏名
連絡先（TEL）
連絡先（FAX）
連絡先（E-mail）

それでは，質問を始めます。よろしくお願いします。
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■ 貴自治体についてお伺いします。
Q1. 貴自治体の概要についてお伺いします。以下の項目について，それぞれ記入してください。

人
人

校
校
校

Q2. 

回答欄

Q2-SQ1. Q2で「２．設置していない」と回答された自治体はその理由・経緯をお書きください。
回答欄
１．以前から設置したことがない
２．以前は設置したが，市町村合併等により廃止
３．以前は設置したが，組織替えに伴う首長部局移管があったから
４．その他（→選択後，下記記述欄へ）

Q3.

回答欄

Q3-SQ1. Q3で「１．させている」と回答された自治体は，以下の記述欄に補助執行先をお書きください。

人口
うち65歳以上人口

市町村立小中学校数（分校を含む）
小学校数
中学校（中等教育学校前期課程を含む）数

貴自治体では社会教育法第21条に基づく公民館（または社会教育法第42条に規定する公民館類似施設のうち，市町村が設置し
た施設で市町村教育委員会が所管するもの）を設置していますか。以下の解答欄から選択してください。

記述欄

※「２．設置していない」と回答された自治体は，Q8へお進みください。

記述欄（例：地域まちづくり課／管理運営 等）
補助執行先

義務教育学校数

回答欄
選択
選択

選択
選択

貴自治体（教育委員会）では社会教育法第21条に基づく公民館の運営を首長部局等に補助執行させていますか。以下の解答欄
から選択してください。

選択

選択
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■ 貴自治体における公民館に関する施策についてお伺いします。
Q4.

項目
１．総合計画（地方自治体が策定する行政運営の総合的指針となる計画）
２．教育振興基本計画（教育基本法に基づく教育計画）
３．教育大綱（「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づく計画）
４．生涯学習推進計画等（生涯学習振興法に基づく計画）
５．社会教育計画等（社会教育法に基づく計画）※１

６．まち・ひと・しごと総合戦略等※２

７．その他（→Q4-SQ1へ）

Q4-SQ1. Q4で「７．その他」と回答された自治体は，以下の記述欄に計画等の名称をお書きください。

Q5. 

選択 選択 選択
選択 選択

貴自治体には，現在，計画期間内の各種計画が個別に策定されていますか。ある場合は「○」を，ない場合は「×」をつけて
ください。また，「○」と回答した計画に，公民館の役割や位置づけ等が明示はありますか。ある場合は「○」を，ない場合
は「×」をつけてください。さらに，「○」をつけた計画のうち，今後各種計画の改定年度にあたり，明示される予定があれ
ば「○」を，ない場合は「×」を選択してください。

計画の有無 公民館明示 予定の有無
回答欄 回答欄

選択
選択 選択 選択

回答欄
選択 選択 選択

記述欄（例：公民館基本計画等　※他に首長部局が策定した計画や指定管理者の各種計画があればお書きください。）

概　要
（例）平成●●年度公民館を通じたリーダー育成のための調査研究 等

記述欄

名　称
（例）平成●●年度○○町社会教育委員会議による建議 等

機関名
（例）平成●●年度○○町生涯学習審議会，平成●●年度○○市教育研究所 等

過去10年間（平成20年以降）に，社会教育委員の会議や生涯学習審議会等において，公民館に関する答申，建議，提言等の提
出，あるいは調査研究を実施しましたか。その事例がありましたら，記述欄にその名称や機関名，内容についてお書きくださ
い。

選択
選択 選択

選択 選択 選択
選択 選択 選択

※１．自治体によっては，生涯学習推進計画等の上位計画に本計画を含む場合もあります。その場合は当該上位計画で回答して
　　　ください。
※２．まち・ひと・しごと創生法に基づき，人口急減・超高齢化等の課題に対し、各地域が特徴を活かした自律的・持続的社会
　　　の創生を目指すための指針となる戦略・計画。アクションプラン等の名称の場合もある。
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■ 貴自治体の公民館についてお伺いします。
Q6.

※愛称や通称等により「公民館」の名称を持たないものも含みます。
回答欄
館数 館
うち分館数 館

Q7.
回答欄

Q7-SQ1.

回答欄

Q7-SQ2. Q7-SQ1で「５．その他」と回答された自治体は，以下の記述欄に設置の方法をお書きください。

Q8.

館

Q8-SQ1.

項目
１．首長部局移管のため，公民館ではなくなった
２．耐震・老朽化等の問題から公民館を閉鎖した
３．公民館を統廃合した
４．再開発等により，新たに公民館を建設した
５．その他（→右欄，回答後，下記回答欄へ）

平成25年以降，貴自治体の公民館数に変化はありましたか。
増減のあった自治体は，増減数※を記入後，Q8-SQ1へ回答ください。変化なしの自治体は，Q9へお進みください。

貴自治体における公民館の設置形態は，以下のどれにあたりますか。あてはまる番号に○をつけてください。

記述欄

Q7で「２．市町村全域に，複数館設置している」と回答された自治体は，設置区域について以下の回答欄から選択し
てください。

社会教育法第21条に基づく公民館（または社会教育法第42条に規定する公民館類似施設のうち，市町村が設置した施設で市町
村教育委員会が所管するもの）数についてお伺いします。以下の項目について，回答欄にそれぞれ記入してください。

記述欄（「５．その他」内容をお書きください。）

館数（本館のみ）

選択
選択

Q8で館数に増減のあったと回答された自治体に伺います。数の変化の理由はなんですか。下記の項目から，当てはま
るものに「〇」を，当てはまらないものには「×」を選択してください。

選択
選択
選択

回答欄

※例：管内16館の公民館が18館になった場合は「２」と，15館になった場合は「-1」と回答してください。
また，増減のなかった自治体は「０」と回答してください。

※Q2で「２．設置していない」と回答された自治体は，以上で質問は終了です。最後の自由記述欄に御感想等をお書きくださると幸いです。

選択

選択
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■ 貴自治体の指定管理者制度導入についてお伺いします。
Q9. 貴市町村の公民館では，指定管理者制度を導入していますか。

※１館でも導入している場合は「１」を選択してください。
回答欄

Q9-SQ1. Q9で「１．導入している」と答えた自治体にお伺いします。
① 指定管理者を初めて導入したのはいつですか。導入した年度を記入してください。

回答欄

②

項目
１．利用者に対するサービス向上のため
２．管理期間を定め，サービス改善に生かすため
３．管理コストの軽減を図るため
４．その他（→下記記述欄へ）

記述欄（「４．その他」の委託理由をお書きください。）

③

選択

選択

12．施設運営に関する長期的な計画が立てにくくなった
13．公民館職員の研修の機会が減った

15．公民館施設の管理・運営ノウハウの蓄積が不足がちになった
16．公民館施設の修繕が十分されなくなった
17．その他（→右欄回答後，下記記述欄へ）

選択
選択

選択
選択
選択

選択

平成 年度

選択

選択
選択
選択
選択

４．講座等事業に参加する年齢層が多様化した
３．住民の学習ニーズや地域課題等を反映した新規講座数が増えた
２．公民館の運営が円滑になった

項目
１．公民館の目的，目標，計画等の設定が改善された

５．新規利用団体数が増えた

指定管理に運営を委託する理由について，以下に示す理由からもっとも当てはまるものを当てはまるものすべて
に「○」をつけてください。

選択

選択
回答欄

選択

指定管理者制度を導入した効果や課題について，下記の項目について，それぞれ当てはまるものに「〇」を，当
てはまらないものには「×」を選択してください。

回答欄
選択

選択

選択

記述欄（「17．その他」の内容をお書きください。）

10．公民館の運営経費が削減できた
９．ボランティアの活動が活発になった
８．他機関・団体等との連携・協力事例が増えた
７．学習情報提供・学習相談が増えた
６．情報の発信力が向上した

選択
選択

11．委託先の専門性を生かした事業が実施できた

14．企画・立案能力が低下した

選択
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Q9-SQ2.

記述欄
から

Q9-SQ3.

Q9-SQ4.

■ 貴自治体の公民館運営審議会等についてお伺いします。
Q10.

回答欄

Q10-SQ1.

① 公運審に代わる組織はありますか。あてはまるものを選択してください。
回答欄

②

選択

選択

Q9で「２．今後，導入予定」と回答した自治体にお伺いします。指定管理者の導入予定時期について，下記記述欄に
お書きください。回答後は「Q10」へお進みください。

記述欄

Q9で「３．導入していない」と回答した自治体にお伺いします。導入していない理由は何ですか。下記記述欄にお書
きください。回答後は「Q10」へお進みください。

記述欄

貴自治体では公民館運営審議会（社会教育法第29条及び30条に規定：以下，「公運審」という）を設置していますか。以下の
回答欄から該当するものを選択してください。

記述欄（「５．その他」を選択された自治体は，設置の方法についてお書きください。）

記述欄（例：公民館の在り方に関する検討会，利用者団体会議等）

Q10で「６．設置していない」と回答した自治体にお伺いします。以下の①～②に回答してください。
回答後は，選択した項目に従ってください。

上記で「１．公運審に代わる組織がある」と回答された自治体は組織名をお書きください。回答後は，Q10-SQ2へお
進みください。

Q9で「４．過去に導入したことがあるが，現在直営」と回答した自治体にお伺いします。直営に戻した理由は何です
か。下記記述欄にお書きください。回答後は「Q10」へお進みください。
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Q10-SQ2.

１．公民館の管理・運営の在り方について
２．事業・講座展開の在り方について
３．事業評価の在り方について
４．他機関・団体等との連携・協力の在り方について
５．施設使用料の受益者負担について
６．利用団体の育成と支援の在り方について
７．利用団体登録制度の在り方について
８．公民館設備整備について
９．地域課題解決に資する企画運営の在り方について
10．公民館における利用者交流の場の在り方について
11．地域の教育機関としての公民館の在り方について
12．まちづくりの拠点としての公民館の在り方について
13．地域に開かれた公民館の在り方について
14．その他（→以下，記述欄に）

Q10-SQ3.

回答欄
１．職員と住民による日常的な会話
２．住民の集会や会合に参加
３．インターネットの活用（メール，SNS等）
４．マス・メディアからの情報（新聞，雑誌等）
５．意見箱の設置
６．その他（→右欄，回答後，下記回答欄へ）
７．特に収集していない

選択 選択
項目 回答欄 地方創生

Q10で「１」から「４」またはSQ10-1で「１．公運審に代わる組織がある」と回答された方に伺います。
上記の組織（公運審等）の最近５年の審議議題（テーマ）はなんですか。以下の項目から，あった議題には「○」
を，なかった議題には「×」をそれぞれ選択してください。また，「○」を選択した項目のうち，「地域活性化・ま
ちづくり」等，いわゆる「地方創生※」に関する議論が含まれた議題について，同様に回答してください。
回答後は，Q11へお進みください。

選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択
選択 選択

記述欄（「14．その他」内容をお書きください。）

選択

※本調査における「『地方創生』の活動」の定義
公民館の従来の役割である「地域住民の学習拠点や，交流の場」に加え，「地域活性化・まちづくりの拠点，
地域の防災拠点　など」の役割を踏まえた「地域課題解決」に資する活動等全般を「『地方創生』の活動」とします。

選択
選択
選択

Q10-SQ1の①で「２．なし」と回答された方に伺います。
住民の声や要望等をどのように収集していますか。下記の回答欄から，当てはまるものに「〇」を，当てはまらない
ものには「×」を選択してください。

選択
選択
選択

記述欄（「６．その他」内容をお書きください。）
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Q11.

１．公民館が立案した運営・事業の年間計画への意見・助言
２．公民館の運営・事業に関する諮問への答申
３．公運審（代替機関）の発意による提言・助言等
４．公民館の個別の事業の企画段階における意見・助言
５．公民館の運営・事業の企画または実施をする上で生じた問題への意見・助言
６．公民館と公運審（代替機関）の連名による事業（例：「地域教育会議」）の実施
７．公民館事業の自己点検及び自己評価への意見・助言
８．その他（→右欄，回答後，下記回答欄へ）

■ 貴自治体の公民館事業の評価についてお伺いします。
Q12.

■ 都道府県の支援体制についてお伺いします。
Q13.

公運審またはその代替機関は，公民館の運営・事業にどのような役割を果たしていますか。該当するもの全てに○を，該当し
ないもの全てに×を付けてください（空欄がないよう御注意ください）。

回答欄
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択

記述欄（「8．その他」内容をお書きください。）

公民館設置自治体（者）として，公民館事業の評価（学級・講座等の参加者アンケート，公民館利用者アンケートは除く）を実
施していますか。該当するもの全てに○を，該当しないもの全てに×を付けてください（空欄がないよう御注意ください）。

記述欄（「６．その他」の内容をお書きください。）

貴自治体では，都道府県社会教育行政の各種支援の中で有効であったのはどのようなものがありますか。下記項目から，有効
であったもの全てに「○」をつけてください。

設問 回答欄
１．行政評価等，広く設置自治体（者）の評価活動の一つとして実施している 選択
２．設置自治体（者）として，独自に公民館の運営や事業に対する評価のための基準・項目を定めて実施し
て

選択

３．その他（→右欄，回答後，下記回答欄へ） 選択

回答欄（「３．その他」を選択された自治体は，下欄に記入してください）

回答欄設問
選択
選択
選択
選択
選択
選択６．その他（→右欄回答後，下記記述欄へ）

５．都道府県による公民館推進事業等の物的支援
４．都道府県主催等による公民館主事・社会教育指導者研究大会等の情報的支援
３．都道府県主催等による各種研修等の情報的支援
２．補助事業等による資金的支援
１．派遣社会教育主事制度等の人的支援
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■ 貴自治体の公民館の取組についてお伺いします。
Q14.

※以下の情報は，今後実施予定のヒアリング調査の参考にさせていただく場合がございます。
No. 項目 記述欄

Q15.

Q16. 所管の公民館について，課題や御意見等がありましたらお書きください。

Q17. 本調査および調査票等に，御意見やお気付きの点等ございましたらお書きください。

Q18.

配付数 管内館数
館 館

※１　国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）」において次のように，基本的な定義を示している。
　　　地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が
　　　定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取り組みを持続的に実践する組織のことを指す。

例

公民館名 ●●公民館
所在地 ●●県●●郡●●町●●●●
施設種別（選択してください） 本館（地区館）
取組期間 平成28年5月～実施中
具体的取組事例（名称や概要） 名称：シニア世代地域参加支援事業

所在地
施設種別（選択してください） 選択してください
取組期間
具体的取組事例（名称や概要）

貴自治体が把握される，管内で，特徴的な取組（企画・講座，職員研修等）をされる公民館について，ご存じの取り組みにつ
いて御回答ください（最大10事例）。

※複数の場合は，ウィンドウ左側の【＋】ボタンをクリックし，入力フォームを拡張してください。

1

公民館名

質問は以上で終了です。御協力誠にありがとうございました。

貴自治体では「地域運営組織※１」に関する施策（取組）はありますか。以下の回答欄から該当するものを選択してください。
回答欄
選択

記述欄（上記で１，２，３を選択された自治体はその施策（取組）の概要をお書きください。）

記述欄

最後にお伺いします。貴管内の公民館に対し，公民館対象の調査票をどの程度配付して頂けましたか。配付数を御記入くださ
い。

記述欄
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回答内容は略
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平成30年度　社会教育活動の実態に関する基本調査事業

地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究委員会
委員長　　　　鈴木　眞理（青山学院大学教育人間科学部教授）

国立教育政策研究所社会教育実践研究センター
センター長　　妹尾　　剛

＜記入の前にお読みください＞

・回答の基準日は，設問中に断りのない限り平成30年５月１日とします。
・回答は，原則館長が御回答ください。難しい場合は公民館主事あるいは相当職員が御回答ください。
・回答頂いた内容は統計的に処理し，担当者（回答者）名等，個人が特定される情報は，公表しません。
・各施設の個票については原則公開しません。
・頂いた回答について問い合わせることがあります。あらかじめ御了承ください。
・色付きのセルが回答欄です。セルの色については次の通りです。

…一覧から選択 …数値を入力 …記述 …回答不要

■ はじめに，自館と回答いただく方について下記の内容をお書きください。

■ 貴館についてお伺いします。
Q1. 貴館の種別について，回答欄から該当するものを選択してください。

※ 本調査における「公民館」の定義は，以下の社会教育調査の対象の範囲に準じます。 回答欄
１． 社会教育法第21条の規定に基づき設置された公民館

２． 社会教育法第42条に規定する公民館類似施設は，本調査の対象外とします。

Q2. 貴館の対象人口について，お伺いします。下記の項目についてそれぞれ回答してください。
人

うち65歳以上人口 人

Q3. 貴館の設置者について，回答欄から該当するものを選択してください。

Q4. 貴館の管理運営状況について，回答欄から該当するものを選択してください。

公民館用

地方創生の拠点としての公民館に関する調査研究　調査票

所在地 （都道府県名）

人口

（市町村名）
施設名

選択

選択

選択

（区名）

それでは，質問を始めます。よろしくお願いします。

連絡先（E-mail）
連絡先（FAX）
連絡先（TEL）
担当者氏名
担当者職名
担当者部署
施設長の氏名

回答欄

回答欄
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Q4-SQ1.

Q5. 貴館の施設概況について，回答欄から該当するものを選択してください。

※1 本項では同一施設内に，公民館以外の別施設があることを意図しています。それぞれの施設の主体は問いません。

Q5-SQ1. Q5で「１．単独施設」と回答した公民館に伺います。貴館に隣接して，公民館以外の公的機関等はありますか。

Q5-SQ2.

選択

Q4で「２．直営＋一部委託」「３．すべて指定管理者」のいずれかを回答した方に伺います。貴館の現在の指定管理
者の種別について，回答欄から該当するものを選択してください。

選択

回答欄
選択
選択

選択

選択
選択

選択
選択
選択
選択
選択
選択

選択

９．体育施設（体育館，グラウンド等）
10．農林漁業関連施設（農業改善センター，水産加工所等）
11．民間商業施設（ショッピング・モール等）
12．その他（→下記，回答欄へ）

Q5で「２．複合施設」と，またはQ5-1で「１．ある」と回答した公民館に伺います。併設又は隣接している施設・機
関に該当するもの全てに○を，該当しないもの全てに×を付けてください。また，下記「11．その他」を選択された
自治体は，下欄に名称を記入してください。

項目
１．庁舎，支所
２．地域活動施設（コミュニティセンター，集会所等）
３．NPO・市民活動支援センター
４．図書館，図書室
５．博物館（郷土資料館，郷土資料室）
６．文化ホール，公会堂
７．学校
８．福祉施設（保育所，老人福祉センター，自立支援センター等）

回答欄

回答欄

回答欄

回答欄（「その他」を選択された公民館のみ）

選択
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Q6.

※

千円 千円

Q7.

（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年
（ ） 年

合計職員数 （ ） 名 （ ） 名
※1. ここでいう「住民」は「行政職以外」の当該公民館の「管内住民」を指します。「（行政職以外）管外住民等」は「その他」を選択してください。

※2. 現在勤務する公民館以外に，従事した別公民館を含む通算経験年数を指します。

■ 貴館の公民館運営審議会等についてお伺いします。
Q8.

Q8-SQ1.
① 公運審に代わる組織はありますか。回答欄から該当するものを選択してください。

※回答欄３の例：公民館のあり方に関する検討会，利用者団体会議等

②

選択選択
選択
選択

その他職員４

選択
選択

選択

記述欄（組織名）

貴館では公民館運営審議会（社会教育法第29条及び30条に規定；以下，「公運審」）を設置していますか。回答欄から該当す
るものを選択してください。

その他職員５
その他職員６
その他職員７

選択

選択 選択 選択

選択 選択

Q8で「２．設置していない」と答えた方にお伺いします。回答後は回答欄の項目に従ってください。

上記で「上記１，２以外の代替組織がある」と回答された公民館は組織名をお書きください。回答後は，Q9へお進み
ください。

選択

選択

選択

選択
選択

選択

貴館の職員について，下記の回答欄に記入してください（入力欄が足りない方は，お手数ですが行を挿入して回答してくださ
い）。

選択選択

選択

選択

選択

選択

選択

選択
選択

選択
選択

選択
選択
選択

選択
選択

館長または分館長

役職

回答欄

回答欄

その他職員３

社会教育主事資
格職員属性※１ 雇用形態雇用者

公民館※２での職
務経験年数

職員区分

地域負担とは，自治会・まちづくり協議会等が，公民館の運営を補助するものを指し，公民館利
用料等は含みません。

貴館の平成29年度の事業費（年度当初の事業費で，管理運営費，人件費を除く）を記入してください。また，地域が公民館運
営の一部を負担している場合は，その金額を記入してください（ない場合は「０（ゼロ）」を記入してください）。

公民館事業費
地域負担※事業費

勤務形態
選択選択

選択

選択 選択
選択 選択 選択 選択 選択

公民館主事
その他職員１
その他職員２

選択
選択 選択 選択 選択 選択

選択 選択 選択 選択 選択

選択

選択

選択 選択 選択 選択

※11名以上の場合は，ウィンドウ左側の【＋】ボタンをクリックし，入力フォームを拡張してください。

その他職員８
その他職員９
その他職員１０
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Q9.

項目
１．年齢
２．性別
３．在任期間
４．行政兼務（他の委員会等の兼務状況）
５．委員構成
　５－１．公民館利用団体代表
　５－２．社会教育関係団体代表
　５－３．学校教育関係者
　５－４．家庭教育関係者
　５－５．まちづくり協議会・地域運営組織等関係者
　５－６．公募委員
　５－７．学識経験者
６．その他（→右欄，回答後，下記回答欄へ）

回答欄（「６．その他」を選択された公民館は，下欄に記入してください）

■ 貴館の取組（運営や講座等）についてお伺いします。
Q10.

取組事例
※ 1 ．地方創生に関わる講座・教室の企画・実施

2 ．地域のボランティア活動団体の支援・参加促進
3 ．文化・芸術活動への参加の促進
4 ．伝統，文化の保存・継承
5 ．地域の助け合い，協力の意識を高める取組の実施
6 ．公民館を自由な交流の場として利活用できるような工夫
7 ．自主学習グループの地域活動の促進
8 ．住民の地域づくり活動への参加促進
9 ．講座・事業等の学習成果活用の場の開拓
10 ．地域課題解決への取組
11 ．他機関との連携・協働事業の実施

選択
選択

選択

選択
選択

本調査における「『地方創生』のための活
動」の定義

公民館の従来の役割である「地域住民の学習
拠点や，交流の場」に加え，「地域活性化・
まちづくりの拠点，地域の防災拠点など」の
役割を踏まえた「地域課題解決」に資する活
動等全般を「『地方創生』のための活動」と
します。

※社会教育法第30条　市町村の設置する公民館にあつては，公民館運営審議会の委員は，当該市町村の教育委員会が委嘱する。
２　前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基準，定数及び任期その他当該公民館運営審議会に関し必要な事項は，当該市町村の条例で
定める。この場合において，委員の委嘱の基準については，文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。

回答欄

選択

選択

選択

選択

選択

選択

選択

選択

選択
選択
選択

公運審またはその代替機関を構成する委員の委嘱にあたり，社会教育法第30条※の規定の他に，下記のような項目に配慮をして
いますか。該当するもの全てに○，該当しないもの全てに×を付けてください（空欄がないよう御注意ください）。

選択

選択

選択

選択

回答欄

貴館の過去５カ年（平成25年度以降）の取組について，以下の項目から，特に「地域活性化・まちづくり」等，いわゆる「地
方創生※」に関わる取組を１つでも実施している場合は「○」を，実施していない場合は「×」を選択してください。

選択
選択

選択
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Q11.

No. 項目 記述欄
取組名称（講座・事業等）
主な活動場所
関係団体
取組期間

取組名称（講座・事業等）
主な活動場所
関係団体
取組期間
具体的取組事例（名称や概要）

Q12. これからの公民館の在り方について，御意見等がありましたらお書きください。

Q13. 平成30年度の新規事業について，概要等（事業の特徴・見所等）をお書きください。

※複数の場合は，ウィンドウ左側の【＋】ボタンをクリックし，入力フォームを拡張してください。

質問は以上で終了です。御協力誠にありがとうございました。

記述欄

記述欄

上記Q10を踏まえて，貴館の地方創生に資する特徴的な取組（企画・講座，職員研修等）について，下記欄にその概要をお書き
ください（最大10事例）。

例

健康長寿をテーマとしたまちづくり 
○○公民館および域内商店街
商工会議所，○○町福祉協議会，NPO法人○○
平成28年5月～実施中

具体的取組事例 （１）退職後の人生を生きがいを持って過ごしてもらうための支援

1
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 工夫
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